


目    次 
 
序文 
地図 
写真 
略語一覧 
評価調査結果要約表 
 
第１章 終了時評価調査の概要 
1-1 調査団派遣の経緯と目的------------------------------------------------------------------------- 1 
1-2 調査団の構成と日程------------------------------------------------------------------------------- 2 
1-3 対象プロジェクト概要---------------------------------------------------------------------------- 3 
1-4 主要面談者------------------------------------------------------------------------------------------- 4 
 
第 2 章 評価方法 
2-1 評価手法---------------------------------------------------------------------------------------------- 5 
2-2 評価基準---------------------------------------------------------------------------------------------- 5 
2-3 評価に用いたデータ・情報----------------------------------------------------------------------5 
 
第 3 章 プロジェクトの実績 
3-1 投入実績---------------------------------------------------------------------------------------------- 6 
3-2 アウトプット---------------------------------------------------------------------------------------- 7 
3-3 プロジェクト目標---------------------------------------------------------------------------------- 20 
 
第 4 章 評価結果 
4-1 妥当性------------------------------------------------------------------------------------------------- 22 
4-2 有効性------------------------------------------------------------------------------------------------- 23 
4-3 効率性------------------------------------------------------------------------------------------------- 24 
4-4 インパクト------------------------------------------------------------------------------------------- 24 
4-5 自立発展性------------------------------------------------------------------------------------------- 25 
4-6 阻害・貢献要因の分析---------------------------------------------------------------------------- 26 
4-7 結論---------------------------------------------------------------------------------------------------- 28 
 
第 5 章 提言と教訓 
5-1 提言---------------------------------------------------------------------------------------------------- 28 
5-2 教訓---------------------------------------------------------------------------------------------------- 33 
5-3 今後の対応------------------------------------------------------------------------------------------- 34 
 
 



付属資料 
1 ミニッツ 
2 PDM（当初の PDM、改訂版、評価用 PDM） 
3 評価グリッド調査結果表 
4 日本語コースの概要 
5 ニューズレター配布先リスト 

 



序  文 

 

ラオス人民民主共和国では、1986 年に採択された新経済メカニズム（New Economic 

Mechanism: NEM）の下、市場経済移行のための経済改革が進行中であり、第 4 次 5 カ年計

画（1996-2000 年社会・経済開発計画）においても経済改革を推進する担い手の育成が重要

な課題と位置づけられている。 

 ラオス人民民主共和国政府は、このような人材育成の一環として、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank: ADB）の支援を受け、ラオス国立大学（National University of Laos: NUOL）

を設立するとともに、経済経営学部（Faculty of Economics and Management: FEM）を新設し

た。 

一方、我が国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として「日本人

材開発センター」の設立が 1998 年に構想された。ラオス人民民主共和国政府より同国内に

おける同構想実現に向けた強力な要請が示されたことを受け、NUOL を協力相手方機関と

して、ラオス国立大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つの

プロジェクト方式技術協力で実施する「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本

人材開発センター」プロジェクトを 2000 年 9 月に開始した。 

 本プロジェクトは、当初 4 年間、FEM への学部運営、教員の能力強化支援と併せて一つ

のプロジェクトとして実施されてきたが、それぞれの活動が拡大したため、2004 年 4 月に

発展的に分離し、その後も相互に連携しつつ、ラオス人民民主共和国の市場経済化を担う

人材の育成を目的に、効率的かつ効果的な活動を行っている。 

 今般、本プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2005 年 2 月に調査団を派

遣し、ラオス人民民主共和国政府及び関係機関との間で、プロジェクトの進捗確認と今後

の方向性に係る協議を行った。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後

のプロジェクトの展開に、更には類似プロジェクトに活用されることを願うものである。 

 ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、

一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 18 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 

 

 



 

地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：http://www.eastedge.com/laos/map.html 



写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終了時評価結果を報告する JCC 風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スピーチする Prof. Dr. Somkot MANGNOMEK（右） 

森 千也 JICA ラオス事務所長（左） 

 



略語一覧 

 

ADB Asian Development Bank 

ASEAN Association of Southeast Asian Nations 

C/P Counterpart 

FEM (FEBM) Faculty of Economics and Management 

現在、Faculty of Economics Business and Management  

GDP Gross Domestic Product 

HRD Human Resource Development 

JCC Joint Coordination Committee 

JICA Japan International Cooperation Agency 

LDC Less Developed Countries 

LJC Lao-Japan Human Resource Cooperation Center  

NEM New Economic Mechanism 

NUOL National University of Laos 

ODA Official Development Assistance 

OJT On-the-Job Training 

PDM Project Design Matrix 

PO Plan of Operation 

SFS School of Foundation Studies 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



i 

評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：ラオス人民民主共和国 案件名：ラオス日本人材開発センタープロジェクト  
分野：その他 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：社会開発部第一グループ 

日本センターチーム 
協力金額（評価時点）：460,513 千円 

先方関係機関：教育省、ラオス国立大学 
日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 

協力期

間 

(R/D): 2000/09/01~2005/08/31  
(延長):  
(E/N)（無償）2000 年 1 月 12 日 他の関連協力：  

１-１ 協力の背景と概要 
 ラオス国では、1986 年以降、市場経済移行のための経済改革が行われており、そのための人材育成が重要

な課題とされている。1995 年には人材育成の一環として、アジア開発銀行の支援を受けてラオス国立大学が

設立され、その際に経済経営学部も新設された。しかし、アジア開発銀行の支援プロジェクトが 2001 年 9
月で終了するため、それ以降の技術協力を日本に求めてきた。 
 一方、わが国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材開発センター」

を設立することが構想され、1998 年 7 月にラオス日本人材開発センター設立構想をラオス側へ提示した。そ

の結果、ラオス国立大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つの技術協力プロジ

ェクトとして実施することが合意された。2000 年 7 月 6 日に討議議事録(R/D)に署名し、2000 年 9 月 1 日か

ら 5 年間の技術協力プロジェクトを開始した。当初 4 年間は、ラオス日本人材開発センター（以下、「LJC」
という。）プロジェクトとラオス国立大学経済経営学部支援を、1 つのプロジェクトとして運営していたが、

それぞれの活動が拡大したため、2004 年からそれぞれを分離して実施することとした。 
 
１-２ 協力内容 
（１）上位目標 

ア ラオス国の社会経済開発が加速化する。 
イ ラオス国民と日本との関係が強化される。 

（２）プロジェクト目標 
ア ラオス国の人材開発において LJC が重要な役割を果たす。 
イ LJC が、両国国民の相互理解を促進する。 

（３）成果 
ア LJC の管理システムが確立され、LJC が円滑に管理される。 
イ ビジネスコースがラオスのビジネス関係者に市場経済に関する実践的知識を提供する。 
ウ ラオス社会のニーズに沿った日本語コースが開発され、運営される。 
エ コンピュータコースが円滑に管理され、実施される。 
オ 両国間の文化交流プログラムが、円滑に管理され、実施される。 
カ 日本国、ラオス国、その他の国の情報が LJC で入手できる。 
キ 教育活動のために、LJC が活発に利用される。 

（４）投入（評価時点） 
ア 日本側： 
 長期専門家派遣 9 名  短期専門家派遣 29 名 
本邦研修  20 名  第三国研修 1 名（タイ） 

 機材供与  0.17 億円  現地業務費負担 1.08 億円 
イ 相手国側： 
 カウンターパート配置  9 名  LJC 雇用スタッフ 27 名 
 土地・施設提供 （LJC 敷地と駐車場）  運営費（光熱費や通信費） 
 

 ２. 評価調査団の概要 
調査者 団長・総括：     森 千也 JICA ラオス事務所長 

ビジネスコース評価：花井正明 JICA 国際協力総合研修所国際協力専門員 
日本語コース評価： 小林基起 鹿児島大学留学生センター教授、青年海外協力隊技術顧問 
日本語教育：    柄 博子 国際交流基金日本語事業部派遣・助成課課長 
評価分析：      道順 勲 中央開発（株） 
協力企画：     森畑真吾 JICA 社会開発部第一グループ、日本センターチーム 

調査期間  2005 年 1 月 31 日～2005 年 2 月 24 日 評価種類：終了時評価 
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３. 評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
プロジェクトには 5 年間で 9 名の長期専門家並びに 29 名の短期専門家が派遣され、現地ニーズに応じた

ビジネスコースや日本語コースの設計を行なった上で、カウンターパートへのコース運営に係る指導を行う

とともに、現地講師を確保・育成し、LJC 事業実施体制の基礎を整備した。ビジネスコースでは、2001 年 9
月以降現在までに計 11 回（4 ヶ月/1 回）にわたる社会人を対象としたビジネス一般を教科内容とする短期の

ビジネスコースを提供し、これまでの約 4 年間で計 1,234 名が受講した。当初計画どおり、日本人短期専門

家講師による特別セミナーを除く全ての科目（計 16 科目：基礎 8 科目、上級 8 科目）を現地講師（経済経

営学部教師陣）が担当し、全科目についてラオス語によるテキストが整備された。コース運営管理について

も、日本人専門家による技術移転を受けた LJC スタッフ（カウンターパート 2 名）が主として担当しており、

運営面での現地化が進められた。また、日本語コースでは、LJC が独自で版権を取得し現地で出版したラオ

ス語版テキスト『みんなの日本語』を使用し、計 11 回（3 ヶ月/回）に渡る日本語コースを実施し、約 4 年

間で計 2,618 名が受講した。テキスト『みんなの日本語』は、ビエンチャン市内の日本語学校でも活用され

ている。2004 年に実施したアンケート調査によると、ビジネスコース受講者の 75％以上が仕事上で有益で

あったと回答し、日本語コース受講者の 80％が仕事あるいは生活上で非常に有益であると回答している。ま

た、図書館、メディアルーム、学習室といった LJC 施設も、ラオス国立大学の学生を中心として頻繁に活用

されており、LJC への来館者は 1 日平均 200 人にのぼる。ラオス政府職員並びにラオス国立大学の学生を対

象として実施しているコンピュータコースは 2 年間で計 834 人が受講し、IT スキル向上の面で一定の役割を

果たしている。加えて、ほぼ毎月実施されてきた相互理解促進事業（ラオス人に日本文化を紹介するイベン

ト等）への参加者は、述べ 3,670 名にのぼる。 
本プロジェクトは、当初計画どおり LJC がラオス国の人材開発において LJC が重要な役割を果たすとする

目標を達成した。但し、プロジェクトがもう一つの目標として掲げている「両国国民の相互理解促進」につ

いては、各種文化紹介事業等を通じてラオス国民の日本理解は促進されたものの、事業対象がラオス国立大

学学生中心であったこと、日本国民のラオス理解促進への取り組み余地が残されていることなどから、部分

的な達成となった。 
 
３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

 本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、ラオス国の国家社会経済開発計画（2001-2005）
に示されている、持続的な経済成長の確保や全分野における人材開発の促進という主要目標と整合性が

あり、日本の援助政策とも合致する。また、LJC が実施している活動に対する高いニーズがあり、ター

ゲットグループの規模も適切と判断されることから、本プロジェクトの妥当性は高い。 
 
（２）有効性  

 LJC は、ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコースの実施を通じて人材開発面で重要な役

割を担っていると言える。LJC は、各種の機関からの協力を得つつ相互理解促進事業を実施することで、

より広い範囲からの参加者を得るように努めている。しかし、担当の日本人専門家がいないこと、相互

理解促進事業を行うためのスペースが限られていることなどの制約要因のため、参加者の多くは、ラオ

ス国立大学の学生となっている。メディアルームなどを利用して情報を得るため、LJC を訪れる人は多

い。プロジェクト目標 1（人材開発における重要な役割）の有効性は高いと評価できる一方、プロジェ

クト目標 2（両国民の相互理解促進）については、ある程度良いレベルの有効性を確保していると考え

るものの、更なる拡充・強化の余地がある。 
 
（３）効率性 

本プロジェクトへの日本側からの投入は、相互理解促進事業分野の専門家派遣や LJC 運営管理部門カ

ウンターパートの本邦研修についての投入が不十分であったものの、その他の投入については、プロジ

ェクト期間内に概ね予定通り実施された。また、LJC には 9 名の常勤カウンターパートが配置され、施

設の管理や各コースの運営に従事しており、ラオス側からの投入についても予定通り実施された。この

結果として、カウンターパートを含むラオス人スタッフがセンター運営上の大きな役割を担うようにな

り、運営上の効率性が高まった、一方で、相互理解促進事業については、プロジェクト開始当初は相互

理解の場（施設・設備）の提供を行うとの位置付けから、専門家等の投入を想定していなかったものの、

事業の拡大に伴って日本人専門家の派遣要請が強まっており、フェーズ 2 において対応を検討する必要

がある。また、LJC 事業の多様化に伴い、LJC 運営管理部門のカウンターパートの能力をさらに向上さ

せることが求められており、フェーズ 2 の投入を検討する際には、特に LJC 管理部門（調達・経理等）

や図書館運営部門のカウンターパートを対象とした研修の実施について検討する必要がある。 
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（４）インパクト 
ラオス政府並びに民間企業は、経済分野におけるアセアン諸国等との国際競争力を養成する必要に迫

られており、プロジェクト開始以後、これらの状況に変更はない。こうした状況の下、LJC がビジネス

コースの実施を通じ受講者に有益な知識を提供することは、経済及び経営の分野で、ラオス国のビジネ

ス関係者や政府職員の人材育成に一定の役割を果たしているとも言え、ひいては、そのことは上位目標

の一つである「ラオス国の社会経済開発」に一定程度寄与してきているとも言える。しかしながら、定

量的な視点からLJCがどれほどインパクトを与えているかについては、厳密な評価は困難になっている。

これは、上位目標がプロジェクト目標に比べて極めて高く設定されており、それらの間には外部要因が

多く、両者の相関関係が曖昧であることによる。よって、上位目標に対するインパクトを測るためには、

長期的な視点で活動を継続・拡充するとともに、かつ複眼的な視点で評価を行うことが必要である。ビ

ジネスコース受講者の企業における経営改善といった行動様式の変化や業績向上など個別事象との関

係から見ていくことも検討すべきであろう。 
二つ目の上位目標である「ラオス国民と日本との関係が強化される」については、各種活動（ビジネ

スコース、日本語コース、相互理解促進事業）全般を通じて日本に関する情報を提供することで、ラオ

ス国民の日本理解を推進し、ひいてはラオス国民と日本国民との関係強化に貢献しているといった定性

的な分析は可能であるものの、両国民の意識調査といった大規模な定量的評価調査は困難である。 
 

（５）自立発展性 
ア 組織面 

LJC はラオス国立大学の中の公的機関であり、公務員 9 名が常勤のカウンターパートとして配置され

ている。さらに、27 名のスタッフが LJC の自己収入等により雇用されており、LJC の運営管理業務に従

事している。LJC は、3 つの部署、日本語コース課、ビジネスコース課、管理課で構成されており、各

課の課長と課長補佐は、大学が指名している。また、ラオス側の LJC 所長と次長は、教育省が直接指名

している。ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコースが、人材開発のための研修コースとし

て定期的に実施・運営されており、組織的基礎は確立されているといえる。 
イ 財政面 

LJC の光熱費や通信費は、財務省が大学を通じてそれらの予算を手当てしている。また、LJC は、研

修コース受講者からの授業料収入があり、同収入は、LJC 職員の基本給、ビジネスコースの講師謝金、

日本語コースの非常勤講師謝金や消耗品購入等の経費に支弁されている。しかしながら、JICA 側の経費

支出額を考慮すれば、自己採算はとれているとは言えず、財政的にどのような方針を持って LJC を運営

するのかについて、まずは、日本側がラオス側と協力して基本方針を策定する必要がある。 
 ウ 技術面 

ビジネスコースの講師は、ほとんどがラオス国立大学経済経営学部の教員である。その教員達は、一

般的に講師として高い能力を持っている。理論面での知識は十分であるものの、実践的な知識や技能を

提供しようとすれば、ラオス国内の民間企業、政府機関、ビジネス学校といった多様な組織から講師を

招聘する必要がある。 
日本語コースの講師に関しては、日本人専門家とラオス国に居住する日本人が主となっている。ラオ

ス人講師も基礎レベルのいくつかのコースで授業を受け持っている。ただし、ラオス人講師が基礎レベ

ルすべての授業を担当できるようになるためには、能力強化を継続して行う必要がある。 
政府職員向けのコンピュータコースは、ラオス国立大学の数学科の教員が担当しており、自立的に運

営されているが、受講者の学習速度や理解度に応じた柔軟な対応が課題となっており、受講者の学習能

力に適した教授法を工夫する必要がある。 
総体的には、LJC 職員の運営管理能力は徐々に向上している。現在の職員が継続して LJC で働き、さ

らに能力向上を図っていけば、技術面での自立発展性が高まるであろう。 
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３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

本プロジェクト協力期間の最初の 4 年間は、ラオス国立大学経済経営学部支援プロジェクトと同一の

プロジェクトであり、プロジェクト設計当初から、経済経営学部の教員をビジネスコースの現地講師と

して活用することが計画され、計画どおり LJC ビジネスコースの現地講師は、経済経営学部の教員が担

っている。このような相互連携の枠組みは、安定的な現地講師の確保を容易にし、ビジネスコースの自

立発展性の向上に貢献している。また同時に、受講者は現役の経営者並びに従業員であることから、現

地講師はそれらの受講者との意見交換を通じて実践面における課題を吸収し、教員にとっては実践的な

知識が身に付き、それがさらに、講義内容の改善につながっている。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトでは、各活動（ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコース、相互理解促進

事業）の受講者を対象とした定期的なアンケート調査を行っており、同結果に基づきコース内容を変更

するなど、コースの内容を定期的に評価し、改善を図るプロセスを活動の中に組み込んでいることは、

ニーズに適応したサービスの提供につながり、成果を高める上で効果的であったといえる。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトは、開始当初からLJC運営について日本側の永続的な投入を想定している側面もあり、

かつ LJC がラオスに存在すること自体が両国の友好の推進にとって意義があるという観点から、プロジ

ェクトを運営すること自体が目的化した傾向がある。また、達成度を測る定量的な指標が未設定のまま

プロジェクト運営がなされた為、目指す成果に対して適切なモニタリングが行なわれてきたとは言い難

く、結果として PDM に沿ったプロジェクト運営が徹底されておらず、LJC スタッフやカウンターパー

トの能力向上を重視しないという点につながっており、このことが、本プロジェクト成果の一部の達成

を阻害した。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト内部のコミュニケーションが十分とられていない面があった。日本側とラオス側との合

同ミーティングは事実上不定期の開催となっており、日本人専門家間のミーティングは活動報告に留ま

り、問題解決の場となっていない。日本側とラオス側の円滑なコミュニケーションによって、プロジェ

クト活動を通じて得られた知見を蓄積していれば、長期専門家はさらに生産性の高い業務を遂行できた

可能性も指摘できる。 
 
３-５ 結論 
ラオス側関係者と日本側評価調査団との一連の協議を通じて両者は、PDM に記載されているアウトプット

については、ほぼ達成されているとの結論に至った。しかし、プロジェクト目標を達成するためには、LJC
の自立発展性（採算性）を向上させるためのさらなる活動が必要と判断される。ラオス政府からもフェーズ

2 として 5 年間（2005.09.01-2010.08.31）の継続支援の要望が提出されており、これを積極的に検討すること

とした。 
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３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）カウンターパート並びに LJC スタッフの研修機会の増加 

ラオス側スタッフの能力向上は、彼らの LJC 運営への積極的な関与を促し、ひいては LJC の効率的な

運営に資するものである。本プロジェクト終了前までには、LJC 組織の自立発展性を高めるためにも、

コミュニケーション能力の向上並びに日本政府開発援助(ODA)のメカニズムなどのプロジェクトに関す

る基礎知識の習得を目指す OJT や研修機会の増加を検討することとし、さらにフェーズ 2 では、経理担

当者や図書館司書を対象とした本邦研修の実施を検討する。 
（２）ビジネスコース講義内容の実践面強化 

経済経営学部の教員は、学術面においてはビジネスコース講師として十分な知識を有しているが、受

講者からは実務経験に基づく、より実践的な講義内容が求められている。本プロジェクト終了前までに

は、現地講師を民間企業から招聘するなど多様化に取り組むとともに、さらにフェーズ 2 では、近隣諸

国におけるケーススタディを講義内容に取り込むための取り組みが期待される。 
（３）日本語教師間のネットワークの強化支援 

ラオス国内で日本語教育を担っている日本語教師は 22 名（2003 年時点）であり、これらの相互ネッ

トワークの構築が重要になっている。LJC が中心となって勉強会を開催するなど、緩やかな教師間ネッ

トワークの形成に努めるとともに、フェーズ 2 では、徐々にラオス人教師も参加できるような更なる教

師間ネットワーク構築への取り組みが期待される。 
（４）両国民間の相互理解を促進する機会を定期的に提供するシステム構築 

相互理解促進事業の対象が、ラオス国立大学学生に限定されている現状から脱するために、可能な限

り大学外の一般市民に対し参加を働きかけることで、受益者の多様化を図る。さらにフェーズ 2 で

は、日本国内でラオスと交流を図りたいというニーズとラオス側のリソースをマッチングするため、相

互理解促進分野の専門家を投入するとともに、日本国内の国際交流関連団体へのアクセスを有する JICA
国内センター並びに JICA 本部が連携を図り、日本からのスタディーツアー受入等の両国民間の相互理

解を促進する機会を定期的に提供するシステムを構築することが望まれる。 
（５）LJC の情報発信機能の強化（ホームページの定期更新） 

LJC はホームページを開設しているものの、自立的に更新する体制には至っていない。ホームページ

は日本を含むラオス国外に対する情報発信のための重要なツールであることからも、LJC 内で広報用の

情報を集積する体制を構築するとともに、さらにフェーズ 2 では、LJC のホームページを改善・アップ

デートするため日本人専門家による技術移転が急務である。 
 
３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参

考となる事柄） 
（１）現地講師リソースを考慮したプロジェクト設計 

プロジェクト設計当初から、ラオス国立大学経済経営学部支援と LJC が同一プロジェクトとして設計

され実施されている。当初設計どおり、LJC のビジネスコースの内レギュラーコースは全て現地講師（経

営学部教師陣）によって運営されており、日本人専門家は短期間の特別セミナーや現地講師に対する能

力向上の役割を担っている。 
（２）実際に即した目標と具体的な指標の設定 

本プロジェクト PDM には、プロジェクト目標並びに上位目標は定性的にのみ示され、プロジェクト

活動の成果がどれだけ目標達成に貢献したかを評価することは困難であった。フェーズ 2（または類似

の人材育成を活動の主とするプロジェクト）においては、各活動の定量的な指標設定を行い、達成状況

を計る定量的な情報収集を行なうことが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

ラオス国では、1986 年に採択された新経済メカニズム（NEM: New Economic Mechanism）の下

で、市場経済移行のための経済改革が進行中であり、第 4 次 5 カ年計画（1996-2000 年社会・経済

開発計画）において、市場経済移行のための人材育成が重要な課題と位置づけられている。 

 ラオス政府は 1996 年 10 月、アジア開発銀行（ADB）による「ラオス高等教育合理化計画」に

基づき 3 つの単科大学と 8 つの高等専門学校を統合し、また経済経営学部などを新設して 8 学部

からなる総合大学ラオス国立大学（NUOL）を設立した。このうち新設学部である経済経営学部

（FEM）について、立ち上げにかかる支援要請が 1998 年に日本政府へ提出された。 

一方、我が国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材開発

センター」（以下、「日本センター」という。）の設立が構想され、1998 年 7 月には外務省経済協

力局開発協力課長を団長とするプロジェクト形成調査団をラオスへ派遣し、ラオス日本人材開発

センター（LJC）設立構想をラオス側へ提示した。その結果、ラオス政府から同構想実現の為の強

力な要請が日本政府に対し提出され、2000 年 6 月の実施協議においてラオス国立大学を協力相手

方機関とし、同大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つの技術協力

プロジェクトで実施することが合意され、協力期間を 2000 年 9 月から 5 年間と設定した「ラオス

国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」プロジェクトが開始された。 

 また、ラオス国立大学関連施設建設の要請を受けて 1999年 8月の基本設計調査団の派遣を経て、

経済経営学部及びラオス日本人材開発センターが無償資金協力で建設されることとなった。両施

設は、ラオス国立大学ドンドークキャンパス正門を入った左側に隣接して計画され、2000 年 8 月

に着工し、日本センターは 2001 年 3 月、経済経営学部棟は同年 9 月にそれぞれ完成した。 

プロジェクト活動開始から 4 年を経過した 2004 年時点で、それぞれ 2 つのコンポーネントの活

動が拡大したことから、「ラオス国立大学経済経営学部支援」と「ラオス日本人材開発センター」

（以下、「LJC」という。）として 2 つのプロジェクトに分割し、前者を人間開発部、後者を社会開

発部が所掌することとした。 

 そもそも日本センターは、東・中央アジア地域並びにインドシナ地域の市場経済移行国におけ

る市場経済化に対応する人材育成のための「日本の顔」の見える援助として、また、当該国と日

本との人脈形成の拠点として構想されたものである。本調査実施時点で、8 カ国 9 カ所（ウズベ

キスタン、カザフスタン、キルギス、モンゴル、ベトナム（ハノイ、ホーチミン）、ラオス、カ

ンボジア、ミャンマー）で展開されており、各国の特性を活かしつつ、(1)ビジネスコースなど市

場経済化のための実務人材の育成、(2)日本語コース、(3)相互理解促進事業を主要な活動の柱と

し、当該国の「日本の顔」としての役割を担っている。 

 ここで特筆すべきは、日本センタープロジェクトは、相手国からの要請に基づくという点では

通常の技術協力プロジェクトと共通するものの、一方、日本のプレゼンスを当該国に継続的に維

持することにより将来にわたって両国の人々の相互理解の拠点としての役割を果たしてゆくこと

が期待されており、民間実務者、行政官、学生、一般市民を対象とした「広く開かれたセンター」

となることを目指して開設されているという点で、その位置づけが大きく異なる点である。 

本終了時評価調査は、LJC プロジェクト協力期間終了まで約 6 ヶ月となった段階で、これまで
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実施した協力期間における活動実績の確認、及び目標達成度の評価を行ったうえで、今後の対応

方針を含め、先方と協議することを目的として実施した。 

 

1-2 調査団の構成と日程 

(1) 調査団構成 
担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 森  千也 JICA ラオス事務所長 
ビジネスコース評

価 
花井 正明 JICA 国際協力総合研修所国際協力専門員 

日本語コース評価 小林 基起 鹿児島大学留学生センター教授、青年海外協力隊技術顧問

日本語教育 柄  博子 国際交流基金日本語事業部派遣・助成課長 
評価分析 道順  勲 中央開発株式会社海外事業部農業開発グループ課長 
協力企画 森畑 真吾 JICA 社会開発部第一グループ日本センターチーム 

 

(2) 調査日程 
 日付 調査内容 行程／滞在地 

1 1 月 31 日 月 評価分析団員による先行調査（2 月 13 日まで）  
2 2 月 13 日 日 移動 成田→バンコク 
3 2 月 14 日 月 ビエンチャン到着 

JICA ラオス事務所、プロジェクト専門家との打合せ

バンコク 
→ビエンチャン 

4 2 月 15 日 火 表敬 
在ラオス日本大使館・能見二等書記官 
教育省計画協力局・Lytou BOUAPAO 局長 
ラオス国立大学・Tuyen DONGVAN 学長 

プロジェクト専門家インタビュー 

ビエンチャン 

5 2 月 16 日 水 ビジネスコース受講生インタビュー 
商業省国内通商局 
エアポートターミナル社 

日本語授業見学・生徒との意見交換 
日本語学科教員インタビュー 
市内日本語学校訪問・インタビュー 

ビエンチャン 

6 2 月 17 日 木 カウンターパートインタビュー 
 ビジネスコースカウンターパート、現地講師 
日本語評価団員帰国前報告 
 JICA ラオス事務所 
 在ラオス日本大使館・赤嶺二等書記官 

ビエンチャン 

7 2 月 18 日 金 合同評価委員会（実務者レベル）開催 
ミニッツ作成 

ビエンチャン 

8 2 月 19 日 土 資料整理 ビエンチャン 
9 2 月 20 日 日 相互理解促進事業見学 

ラオス理解セミナー、浴衣着付け教室 
ビエンチャン 

10 2 月 21 日 月 評価分析結果に係る打合せ（実務者レベル） ビエンチャン 
11 2 月 22 日 火 合同調整委員会（JCC）開催 

JICA ラオス事務所報告 
ビエンチャン 

12 2 月 23 日 水 移動 ビエンチャン 
→バンコク 

13 2 月 24 日 木 移動 バンコク→成田 
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1-3 対象プロジェクトの概要 

(1) 基本計画 
案件名 （和）ラオス日本人材開発センター 

（英）Lao – Japan Human Resource Cooperation Center 
協力期間 2000 年 9 月 1 日から 2005 年 8 月 31 日 
上位目標 ・ラオス国の社会経済開発が加速化する。 

・ラオス国民と日本との関係が強化される。 
プロジェクト目標 ・ラオス国の人材開発においてセンターが重要な役割を果たす。 

・センターが、両国国民の相互理解を促進する。 
期待される成果 ・センターの管理システムが確立され、センターが円滑に管理される。 

・ビジネスコースがラオス国内のビジネス関係者に市場経済に関する実践

的知識を提供する。 
・ラオス社会のニーズに沿った日本語コースが開発され、運営される。 
・コンピュータコースが円滑に管理され、実施される。 
・両国間の相互理解促進事業が、円滑に管理され、実施される。 
・日本国、ラオス国、その他の国の情報がセンターで入手できる。 
・教育活動のために、センターが活発に利用される。 

 

(2) プロジェクト実施の経緯 
1998 年 7 月 プロジェクト形成調査（団長 坂本外務省経済協力局開発協力課長） 

1999 年 1～2 月 ラオス国高等教育基礎調査（団長 海保誠治 JICA 社会開発協力部計画課長） 
8 月 無償資金協力基本設計調査 

2000 年 1 月 無償資金協力 E／Ｎ締結 
2 月～7 月 無償資金協力詳細設計調査 
6 月～7 月 「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」実施協

議調査（団長 阿部憲子 JICA 社会開発協力部付） 
7 月 「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」R/Ｄ署名

8 月 無償資金協力によるセンター施設工事着工 
9 月 「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」プロジ

ェクト開始、チーフアドバイザー、業務調整員着任 
12 月 日本語コース運営専門家着任 

2001 年 3 月 ビジネスコース運営専門家着任 
LJC 施設工事竣工 
LJC 施設のラオス側への引渡し 

5 月 LJC 開所式 
日本語コース開講 

9 月 ビジネスコース開講 
2002 年 1 月 プロジェクト運営指導調査 

（団長 乾英二 JICA 社会開発協力部社会開発協力第一課長） 
9 月 チーフアドバイザー交代 

11 月 ラオス側所長代行（Acting Director）就任 
12 月 業務調整員交代 

2003 年 2 月 プロジェクト中間評価調査 
第 1 回運営調整委員会（JCC）開催 

3 月 ビジネスコース運営専門家交代 
9 月 日本語コース運営専門家交代 

JICA－Net 設備の設置 
ホームページの開設（英語，日本語） 
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11 月 ニュースレターの創刊（英語，ラオス語） 
2004 年 3 月 第 2 回運営調整委員会（JCC）開催 

4 月 「ラオス国立大学経済経営学部支援」プロジェクトと分割 
2004 年 6 月 ラオス政府からのプロジェクトの延長要請 

ラオス側センター長就任（Acting Director から Director への昇任） 
9 月 バーコードによる図書管理方式導入 

プロジェクト業務調整員交代 
10 月 第 3 回運営調整委員会（JCC）開催 
12 月 ラオス側センター次長就任 

プロジェクト運営指導調査（団長 中垣長睦 JICA 社会開発部調査役） 
2005 年 2 月 プロジェクト終了時評価調査（団長 森千也 JICA ラオス事務所長） 

第 4 回運営調整委員会（JCC）開催 
8 月 31 日 プロジェクト終了予定 

 
1-4 主要面談者 

(1) ラオス側 

Position Name 

MOE, Planning and Cooperation Department, Director General Mr. Lytou BOUAPAO 

MOE, Planning and Cooperation Department, Deputy Director 
General  

Dr. Sisamone SITHIRAJVONGSA

NUOL, President Prof. Dr. Somkot MANGNOMEK 

Deputy Director, Planning and Cooperation Office, NUOL Ms. Bounheng SIHALATH 

NUOL, Vice-President for Planning & International Relations Prof. Dr. Tuyen DONGVAN 

NUOL, Lao-Japan Human Resource Cooperation Center, 
Director 

Dr. Manisoth KEODARA 

 

(2) 日本側 

日本大使館 2 等書記官  能見 智人 

日本大使館 2 等書記官 赤嶺 綾子 

JICA ラオス事務所次長 池田 修一 

JICA ラオス事務所 富田 洋行 

LJC 所長／チーフアドバイザー 鈴木 信一 

LJC 業務調整員 増田 貴美子 

LJC ビジネスコース運営管理長期専門家 野本 直記 

LJC 日本語コース運営管理長期専門家 内田 ナナ 

LJC 日本語コース（一般）短期専門家 益山 幸久    

FEM 日本人専門家 (経済学）  松永 宣明 

FEM 日本人専門家 (経営学）  浜渦 哲雄 

FEM 日本人専門家 (学部運営）  高橋 勉 
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第 2 章 評価方法 

2-1 評価手法 

評価調査は、PCM（プロジェクト・サイクル・マネジメント）手法を用い、以下の順序で実施

された。 

(1) プロジェクト・デザイン・マトリックス（以下、「PDM」という。）を評価の基礎とすること

について双方が合意する。 

(2) データ収集や関連情報の収集を通じてプロジェクトの達成度を調査する。 

(3) 以下 2-2 に示す 5 つの評価基準の観点から分析を行う。 

 

2-2 評価基準 

 OECDのDACやその他国際援助機関が評価に用いている以下の 5項目の基準に基づいてプロジ

ェクトの評価を実施した。 

(1) 妥当性 

 最新版の PDM に基づいて評価される。プロジェクト目標や上位目標と、ラオス政府の開発政策

や受益者のニーズとの関連で評価される。また、計画プロセスについても検討される。 

(2) 有効性 

 当初計画とずれが生じた要因を分析しつつ、アウトプットやプロジェクト目標の達成度を分析

することによって評価する。 

(3) 効率性 

 投入の質、量、タイミング並びにプロジェクト活動全般のマネジメントに焦点を当てて評価す

る。 

(4) インパクト 

 プロジェクトの実施によりもたらされた正負のインパクトの有無とその内容、そして評価時点

における上位目標の達成見通しについて評価する。 

(5) 自立発展性 

自立発展性は、援助側の支援の終了後、自立発展性確保に影響を与える要因があるかどうか、

組織面、財政面、技術面等の観点から評価する。 

 

2-3 評価に用いたデータ・情報 

本評価調査に用いたデータ・情報は以下のとおり。 

(1) 本プロジェクト実施において両者が合意した文書で、合意議事録（R/D：Record of Discussions）、

会議議事録（M/M：Minutes of Meeting）等を含む。 

(2) PDMe（評価用 PDM、ミニッツの Annex 1 参照） 

(3) 両者のインプットやプロジェクト活動の記録 

(4) カウンターパート、日本人専門家、その他の関係機関に対するインタビューや質問票調査結果 

(5) LJC の機材・施設の直接観察 
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第 3 章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績 

3-1-1 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

長期専門家は計 9 名派遣された。分野は、チーフアドバイザー、業務調整、ビジネスコース運

営、日本語コース運営である。派遣人数と期間は、ほぼ計画とおりである。この他、日本人短期

専門家 29 名とタイとベトナムからそれぞれ 1 名の短期専門家が派遣された。短期専門家の分野別

の派遣人数は、ビジネスコース 22 名、日本語コース 8 名、広報専門家 1 名である（詳細はミニッ

ツの Annex 3.1 参照）。 

 

(2) カウンターパートの日本及びタイでの研修 

 カウンターパート 3 名が日本での研修を受けた。研修内容は、業務関連分野で 1 名、日本語研

修が 2 名である。また、図書室担当者 1 名がタイで、司書に関する研修を受けた。この他、本プ

ロジェクトの研修とは別に、カウンターパート 4 名が日本での研修を受けることができた（詳細

はミニッツの Annex 3.2 参照）。 

 

(3) 受講者の日本での研修参加 

 本プロジェクトでは、ビジネスコースと日本語コースから成績優秀者を選定して、日本での研

修に送っている。これまでに計 15 名のコース受講者が研修に参加した。コース別人数は、日本語

コース受講者が 10 名、ビジネスコース受講者が 5 名である（詳細はミニッツの Annex 3.3 参照）。 

 

(4) 資機材 

日本側は、23 種類の機器類を供与した。その資機材調達に要した費用は、1,754 万円である（機

材リストはミニッツの Annex 3.4 参照）。 

 

(5) 現地業務費負担 

 日本側は、LJC スタッフ給与、現地講師への講義謝金、機材費などの費用を負担した（詳細は

ミニッツの Annex 3.5 参照）。 

 

3-1-2 ラオス側投入 

(1) カウンターパートの配置 

ラオス国立大学よりカウンターパートとして公務員 9名が配置された（詳細はミニッツのAnnex 

3.6 参照）。また、9 名のカウンターパートに加え、27 名のスタッフ（秘書、メディアルームアシ

スタント、警備員、清掃員等を含む）が LJC で雇用されている。本報告書では両者を便宜上区別

するため、ラオス国立大学より配置されている要員を「カウンターパート」とし、LJC が雇用し

ている要員を、「LJC スタッフ」と記す。 

 

 



- 7 - 

(2) 土地の提供 

 ラオス側は、プロジェクト用の建物の敷地（6,491 m2）と駐車場スペース（1,664 m2）を提供し

た。 

 

(3) 運営費 

 ラオス側は、光熱費や通信費を負担した (詳細はミニッツの Annex 3.7 参照) 。 

 

3-2 アウトプット 

PDM に記載されているアウトプット毎の達成度は次のとおりである。  

(1) アウトプット 1：LJC の管理システムが確立され、LJC が円滑に管理される。 

アウトプット 1 には、6 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ 合同調整委員会（JCC）の開催回数、頻度、メンバー 

JCC は、2003 年 2 月以降、終了時評価時点までに 3 回実施されている。第 1 回目は 2003 年 2

月 20 日、第 2 回目は 2004 年 3 月 16 日、第 3 回目は 2004 年 10 月 28 日である。これら JCC にお

いて、LJC の運営や活動についての議論や各活動の進捗状況についての情報共有が図られている。

関係者間で定期的な会議を開くことは、円滑なセンター運営に役立っている。但し、協力期間後

半は JCC が定期的に開催されているものの、R/D で毎年 1 回 JCC を開催することが規定されてい

るとおり、前半においても定期的に JCC を開催すべきであった。 

 

ｲ LJC スタッフの人数と業務の質 

 9 名の常勤カウンターパート並びに 27 名の LJC スタッフの知識や技能は、日本やタイでのカウ

ンターパート研修やオンザジョブトレーニング（OJT）を通じて向上しつつある。一方、今後と

も継続的にカウンターパート、LJC スタッフの能力向上を図る必要性がある。 

 

ｳ LJC スタッフに対する研修の回数 

 毎月 1 回（1～2 時間程度）の頻度で、LJC スタッフを対象に英語、日本語、コンピュータに関

する独自の研修が実施されており、LJC スタッフの能力強化が図られている。 

 

ｴ LJC スタッフのパフォーマンス評価結果 

 業務経験を積むこと並びに研修を受けることを通じて徐々に LJC スタッフのパフォーマンスが

高まっている。 

ｵ LJC の収入と支出のバランス 

 LJC の収支は以下のとおり。（但し、日本側の投入を除く） 
 2001 2002 2003 2004 Total 
 (Kip) (Kip) (US$) (Kip) (US$) (Kip) (US$) (Kip) (US$)

収入 98,456,000 320,094,832 1,477 428,354,867 1,880 550,887,829 2,178 1,397,793,5
28 5,535

支出 5,795,000 55,088,095 953 97,404,700 1,209 446,818,600 408 605,106,395 2,570
収支ﾊﾞﾗﾝｽ 92,661,000 265,006,737 524 330,950,167 671 104,069,229 1,770 792,687,133 2,965
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ｶ 会計監査と会計制度の透明性 

現在まで、会計監査は実施されていないが、LJC の部署毎の支払い手続きは確立されており、

収入は通常業務に関わる費用や収入創出のための活動に使用されている。  

 

(2) アウトプット 2：ビジネスコースがラオスのビジネス関係者に市場経済に関する実践的知識を

提供する。 

アウトプット 2 には、6 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ コース実施回数 

 ビジネスコースは、2001 年 9 月に開始してから、2005 年 1 月現在まで、11 回の通常コースが

実施されている。通常コースは、基礎コースと上級コースとがあり、それぞれ 8 科目が設定され

ている。なお、コース参加者を対象としたニーズ調査や人気度調査の結果に基づいて、いくつか

の科目については、入れ替えが行われている。 
 基礎コース 上級コース 

1 マーケティングの原則 マーケティング 
2 国際貿易 企業家精神 
3 生産管理 プロジェクトマネージメント 
4 ビジネスコミュニケーションスキル ビジネス診断 
5 一般会計 経営会計 
6 ビジネスマネジメント基礎 経営戦略 
7 一般財務 企業会計 
8 組織行動 人事管理 

 レギュラーコースに加えて、通常のビジネスコースとは別に、JICA-NET を利用した講義を計 4

回、テクニカルカレッジの教員を対象に行った特別コースを計 4 回、AOTS の助成事業の一環と

してプロジェクトマネージメントに関するセミナーを計 2 回実施している。 

 ラオス国全土の主要都市に存在するテクニカルカレッジ（国営職業訓練所）には、ビジネスマ

ネジメント研修が設けられている。LJC は、ラオス政府の個別要請を受けて、これまでに 4 回、

同教員を対象とした特別研修を実施している。研修科目には、生産管理、マーケティング、企業

財務、経営戦略、国際貿易があり、計 76 名の教員が、この特別研修を受講している。各地方都市

でビジネスマネジメント研修を担当しているテクニカルカレッジ教員の能力が向上することで、

テクニカルカレッジのビジネスコースの質的向上に寄与しており、波及効果は高い。 

 また、JICA-NET 利用の研修の一つとして、ラオスの国営銀行職員を対象とした特別研修が 1

回実施された。主たるテーマは、「起業支援」と「財務分析」である。ラオス中央銀行を初め、国

際貿易銀行、農業振興銀行、ラオス開発銀行から計 40 名の職員が参加した。同研修を通じて得ら

れた知識が実際の銀行業務改善に貢献している。 

 

ｲ 申込者数 

 通常コースへの申込者数は、基礎コース及び上級コース合わせて、1,701 名である（2005 年 1

月現在）。JICA-NET を利用した講義に対する申込者数は 196 名、テクニカルカレッジの教員を対

象に行った特別コースに対する申込者数は 84 名、プロジェクトマネージメントに関するセミナー
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に対する申込者数は 136 名である。 

 

ｳ コース参加者数 

 通常コースへの参加者数は、基礎コース及び上級コース合わせて、1,508 名である（2005 年 1

月現在）。JICA-NET を利用した講義に対する参加者数は 154 名、テクニカルカレッジの教員を対

象に行った特別コースに対する申込者数は 84 名、プロジェクトマネージメントに関するセミナー

に対する参加者数は 132 名である。 

 

ｴ 修了証書を受領した参加者数 

通常コースの参加者のうち、修了証を受領した人数を、開催回ごと、基礎コース、上級コース

別に以下に示す。 
修了証書を受領した参加者数 

回 開催期間 
基礎コース 上級コース 

1 2001年9月3日～2001年12月26日 67 n.a. 
2 2002年1月14日～2002年5月3日 98 n.a. 
3 2002年5月15日～2002年9月6日 69 51 
4 2002年9月9日～2002年12月27日 60 45 
5 2003年1月13日～2003年5月9日 65 61 
6 2003年5月19日～2003年9月9日 101 65 
7 2003年9月15日～2004年1月8日 45 67 
8 2004年1月12日～2004年5月5日 68 49 
9 2004年5月10日～2004年9月10日 82 66 

10 2004年9月13日～2004年12月24日 80 97 
11 2005年1月5日～2005年5月6日 56 70 

 小計 735 501 
 合計 1,234 

注：第 1 回目と第 2 回目は、基礎コースのみ実施。 

この他、JICA-NET を利用した講義の修了者数は 94 名、テクニカルカレッジの教員を対象に行

った特別コースの修了者数は 84 名、プロジェクトマネージメントに関するセミナーの修了者数は

117 名である。 

 

ｵ 参加者の満足度 

 本プロジェクトでは、2004 年 4 月から 9 月にかけてビジネスコース参加者を対象にアンケート

調査を実施している。その調査結果によると、回答を寄せた人の 75%以上が、ビジネスコースは

仕事に役立つと回答している。また、講義内容に対する理解度も高い。調査結果データは以下の

とおり。 
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(ｱ) 基礎コース 
  講義内容の理解 仕事の上での有益さ 
 科目名 難しい 中程度 簡単 少ない 中程度 多い 

1.1 Business Communication Skills 0.0% 68.8% 31.3% 0.0% 13.8% 86.2% 
1.2 Organizational Behavior 0.0% 75.0% 25.0% 5.6% 38.9% 55.6% 
1.3 General Accounting 26.7% 60.0% 13.3% 0.0% 7.1% 92.9% 
1.4 General Finance 16.7% 66.7% 16.7% 0.0% 9.1% 90.9% 
1.5 Introduction to Business Management 0.0% 54.5% 45.5% 0.0% 15.0% 85.0% 
1.6 International Trade 5.3% 73.7% 21.1% 12.5% 18.8% 68.8% 
1.7 Principle of Marketing 0.0% 82.4% 17.6% 6.7% 13.3% 80.0% 
1.8 Production Management 8.7% 87.0% 4.3% 13.0% 21.7% 65.2% 

 Average 7.2% 71.0% 21.8% 4.7% 17.2% 78.1% 

 

(ｲ) 上級コース 
  講義内容の理解 仕事の上での有益さ 
 科目名 難しい 中程度 簡単 少ない 中程度 多い 

2.1 Corporate Finance 5.6% 88.9% 5.6% 6.3% 31.3% 62.5% 
2.2 Human Resource Management 0.0% 68.2% 31.8% 0.0% 19.0% 81.0% 
2.3 Managerial Accounting 0.0% 56.3% 43.8% 6.3% 18.8% 75.0% 
2.4 Marketing 0.0% 53.8% 46.2% 9.1% 9.1% 81.8% 
2.5 Management Information System 0.0% 80.0% 20.0% 0.0% 16.7% 83.3% 
2.6 Project Management 0.0% 57.1% 42.9% 7.7% 23.1% 69.2% 
2.7 ASEM & Lao Economics 0.0% 57.1% 42.9% 0.0% 16.7% 83.3% 

Average 0.8% 65.9% 33.3% 4.2% 19.2% 76.6% 

 インタビュー調査結果では、ビジネスコースに参加した効果として、政府職員と民間企業のス

タッフ間での情報共有や意見交換でき、良いコミュニケーションの機会となったという意見が多

く示された。 

 

ｶ コース向けに作成された教材数 

 ビジネスコースの全科目に、英文とラオス語が併記されたテキストが作成されている。すなわ

ち、基礎コースと上級コースで 16 種類のテキストが作成されている。 

 本プロジェクトが 2004 年に実施したアンケート調査によると、約 80%の受講者がテキストの分

量に満足しており、テキスト理解の難易度も平均的あるいは容易であると回答した受講者が多い。

これらの点から言って、テキストは良質で、受講者に適切な情報を提供するものになっていると

判断される。 

 本調査団による政府機関や民間企業で働く受講経験者を対象としたインタビュー調査において、

ほぼ全員がテキストの質に満足と回答した。また、他の職員とより良いコミュニケーションを図

るため、あるいは職員の能力向上のためにテキストを活用していると話す受講経験者も散見され、

ビジネスマネジメント分野のテキスト自体が希少なラオス国において、LJC が作成したテキスト

を通じた波及効果が現象している。 

 

(3) アウトプット 3：ラオス社会のニーズに沿った日本語コースが開発され運営される。 

アウトプット 3 には、8 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 
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ｱ コース実施回数 

 日本語コースは 2001 年 5 月に開始された。2001 年から 2004 年 8 月までは、1 年コースとして、

初心者向け（基礎レベル）コースと中級レベルのコースが実施された。基礎レベルは、さらに 6

つのレベルに分けられており、全 6 レベルを学習し終えるには、2 年を要する。大半の日本語コ

ース受講者は、基礎レベルで学んでいる。なお、基礎レベルの 6 段階全てを学習し終えた場合に

は、日本語能力試験の 4 級あるいは 3 級相当の日本語力を身につけることできると想定されてい

る。 

 また、これまでにツアーガイドコースが 2 回（学習期間 1 ヵ月）実施されている。日本 ASEAN

センターが主催したホテルビジネスコース（ホテルの受付係のためのコース：3 ヶ月間）に講師

を派遣している。また、特別授業として、ひらがな等の文字を学ぶ 4 日間程度のコースが 4 回実

施されている。 

2004 年 9 月から、標準日本語コース、実用日本語コース、特別日本語コースの 3 構成にコース

設定が変更されており、期間はそれぞれ 3 ヵ月としている。標準日本語コースは、以前の 1 年コ

ースの内容と同様に基礎レベルに 6 段階と中級レベルに 2 段階が設定されており、実用日本語コ

ースには段階分けはないことから併せて計 9 段階が設定されている。現在の日本語コースの概要

は付属資料 6 のとおり。 

 

ｲ 申込者数 

1 年コースへの申込者数は、2004 年 9 月時点で、1,983 名である。この他、ホテルビジネスコー

スには 37 名、ツアーガイドコースには 20 名の申込者があった。2004 年 9 月から始まった標準日

本語コースと実用日本語コースへの申込者数は、計 362 名である。 

なお日本語コースでは、毎回定員を超える申込者数を記録しており、受講者選定のための試験

を実施している。 

 

ｳ コース参加者数 

開催期間毎の受講者数と修了証受領者数は、以下のとおり。 
No. 期間 受講者数 修了証受領者数 (%) 

May term 2001 年 5 月 14 日～ 2001 年 8 月 4 日 194 158 81.4 
Oct. term 2001 年 10 月 1 日～ 2001 年 12 月 27 日 235 218 92.8 
Jan. term 2002 年 1 月 11 日～ 2002 年 4 月 6 日 217 196 90.3 
Apr. term 2002 年 4 月 25 日～ 2002 年 7 月 16 日 186 170 91.4 
Oct. term 2002 年 10 月 5 日～ 2003 年 7 月 27 日 266 245 92.2 
Jan. term 2003 年 1 月 6 日～ 2003 年 4 月 5 日 232 213 91.8 
Apr. term 2003 年 4 月 24 日～ 2003 年 7 月 16 日 205 196 95.6 
Oct. term 2003 年 9 月 30 日～ 2003 年 12 月 27 日 288 270 93.8 
Jan. term 2004 年 1 月 7 日～ 2004 年 4 月 3 日 264 239 90.5 
Apr. term 2004 年 4 月 25 日～ 2004 年 7 月 16 日 236 222 94.1 
Oct. term 2004 年 9 月 28 日～ 2004 年 12 月 25 日 232 - - 

 期間毎の受講者数は、180～280 人にのぼり、その内、修了証を受領している受講者は、150～

270 人となっている。ほぼ 90%以上の受講者が修了証を受領していることとなる。 
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 ホテルビジネスコースとツアーガイドコースの受講者数と修了証受領者数は以下のとおり。 
コース名 期間 受講者数 修了証受領者数 (%)

ホテルビジネスコース 2001 年 5 月 14 日～ 2001 年 8 月 3 日 29 28 96.6
ツアーガイドコース 2002 年 6 月 9 日～ 2002 年 7 月 8 日 7 7 100.0
ツアーガイドコース 2002 年 8 月 11 日～ 2003 年 8 月 26 日 12 12 100.0

 特別コース（ひらがな等の学習）の受講者数は以下のとおり。 
No. 期間 Hours/times クラス数 受講者数（人） 

2001/02 2001 年 5 月～8 月 2hrs./ 1 回 4 200 
2002/03 2002 年 1 月～9 月 2hrs./ 4 回 4 190 
2003/04 2003 年 6 月～9 月 2hrs./ 4 回 3 150 
2004/05 2004 年 8 月～11 月 2hrs./ 4 回 4 220 

  計     760 

 

ｴ 修了証を受領した参加者数 

 上述のとおり、日本語学習者の高い学習意欲により、90%以上の受講者が修了している。一方、

LJC での日本語コースが開始されてから、ラオス国における日本語学習者並びに日本語教師の総

人数が急激に増加している。 
ラオス国の日本語学習者（教師）数 

学校 
年 初等・中等学

校 それ以上 
学校以外での学

習者 学習者総数 教育機関数 

1998 0(0) 21(2) 59(4) 80(6) 3
2003 0(0) 30(2) 463(22) 493(24) 6
注： 括弧内の数字は、日本語教師の人数 
資料： 国際交流基金調査報告書、2000 年版と 2004 年版 

 

ｵ 参加者の満足度 

 本プロジェクトが 2004 年 7 月に日本語コース受講者を対象に行ったアンケート調査結果（202

名から回答を得た）では、90%近くの受講者が講義内容について「大変良い」あるいは「良い」

と回答している。また、約 80%が、仕事あるいは生活上で「非常に有益」あるいは「有益」と答

えている。さらに 99%が、今後も日本語の学習を継続していきたいと答えている。これらの調査

結果から、日本語コースは、参加者から高い満足度を得られていると判断できる。 
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日本語コース受講者の満足度に関連するデータは以下のとおり。 

  内容 仕事あるいは生活上での有

益さ 
日本語学習の継続を

希望するかどうか 

クラス 大変

良い 良い 普通 良く

ない

大変

良い
良い 普通

良く

ない
はい いいえ 

1 UB1 11 13 0 0 5 13 6 0 24 0 
2 UB2 4 13 1 0 2 13 3 0 18 0 
3 B1 11 13 8 0 14 15 3 0 32 0 
4 B2a 8 11 1 0 6 11 3 0 20 0 
5 B2b 3 6 2 0 3 4 4 0 11 0 
6 B3a 4 13 0 0 6 9 2 0 16 1 
7 B3b 3 10 1 0 3 8 3 0 13 1 
8 Ia 4 6 1 0 3 7 1 0 11 0 
9 BS1 9 16 4 1 7 18 5 0 30 0 

10 BS2a 6 6 3 0 0 10 5 0 15 0 
11 BS2b 3 6 1 0 2 6 2 0 10 0 

 Total 66 113 22 1 51 114 37 0 200 2 
32.67 55.94 10.89 0.50 25.25 56.44 18.32 0.00 99.01 0.99 (%) 88.61   81.68     

 既述のとおり、日本語コース受講者の満足度は高い一方で、受講者の学習目的や目標は必ずし

も明確ではないという点が指摘されている。ラオス国では、日本語能力を活かして職を得るとい

う機会は限られており、日本語能力が留学、日本での研修、就職といったことに結びつく場合に

は、より高い日本語学習への意欲・満足度を喚起することが可能と思料される。 

 

ｶ コース向けに作成された教材数 

 外国語を学ぶことは異なる文化的背景を持つ国同士がコミュニケーションを図るための基礎で

ある。LJC の活動からもたらされたインパクトの一つは、日本語教育の需要が増加したことにあ

る。LJC がラオス語で書かれた教科書を独自に提供していることである。基礎レベルの日本語コ

ース用に 3 種類のテキストが用意されている。「みんなの日本語」という文法書の第 1 巻と第 2 巻、

そしてテキストブックが教材として使用されている。LJC 日本語コース運営専門家が、既刊の日

本語学習用テキストの出版社と交渉し印刷許可を得て、また内容の一部をラオス語へ翻訳した上

で、2004 年に LJC が出版した。さらに、LJC では今後、実用日本語コース用のオリジナルテキス

トを 2005 年 7 月までに作成する予定。これらの教材は、LJC で比較的廉価な価格で販売されてお

り、ラオス語で書かれた日本語学習書は希少なことから、ビエンチャン市内の民間日本語学校で

も利用されている程である。各教材の印刷部数と利用数は以下のとおり。 

教材名 印刷

部数 

LJC ｽﾀｯﾌ

利用部数

（無料）

関係者ある

いは協力者

による利用

（無料） 

LJC 日本

語コース

受講者 

他の日本

語学校又

は個人 

利用

者数

合計 

みんなの日本語、文法 I 1,000 22 62 229 219 532 
みんなの日本語、文法 II 500 15 51 28 75 169 

みんなの日本語、ﾃｷｽﾄﾌﾞｯｸ I 500 16 28 63 105 212 

 

ｷ 研修を受講した日本語教師の人数 

現在、LJC にはラオス人の日本語教師が 3 名いる。この内 2 名は、カウンターパート研修とし
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て約 10 ヶ月間、日本語の研修を日本で受けている。この 2 名の日本語教師の日本語能力は、日本

語能力試験 3 級レベルに相当する。さらに日本語能力を高めるため、現在、LJC の日本語コース

中級を受講中である。 

日本語コースの円滑な運営には、十分な人数の日本語教師を確保する必要がある。現在、日本

人専門家（長期専門家 1 名と短期専門家 1 名）以外では、ラオスに居住する日本人 5 名が、パー

トタイムの日本語教師を務めている（2005 年 1 月現在）。また、日本人専門家によるラオス人日

本語教師への指導は行われているものの、ラオス人教師による授業運営のためには、それらの日

本語能力レベル並びに教授能力を相当高い水準に引き上げることが極めて重要である。能力向上

には時間が必要と考えられているけれども、それによって将来的に、基礎コースの授業をラオス

人日本語教師が担当できるようになることが期待されている。 

 

ｸ コース受講者の日本語能力達成度 

暫定の日本語能力試験が 2 回、2002 年 12 月と 2005 年 2 月に実施された。試験結果は、以下の

とおりである。 

2002 年 12 月の試験結果 

級 受験者数（センターの日本

語学習者以外も含む） 合格者数 合格者のうち、センタ

ーの日本語学習者数 

センターの日本語

学習者の合格率 
(%) 

1 2 0 0 0 
2 2 1 1 100 
3 7 4 2 50 
4 38 33 9 27.2 

2005 年 2 月の試験結果 

級 受験者

数 
センターの日本語

学習者の受験者数 合格者数 合格者のうち、センタ

ーの日本語学習者数 

センターの日本語

学習者の合格率 
(%) 

1 1 0 1 - - 
2 4 0 (3) 0 0 - 
3 12 6 10  5 83.3 
4 18 10 15 9 90.0 
注：括弧内の数値は、センターのラオス人日本語教師の人数 

 

 LJC で日本語を学習している人で 3 級と 4 級に合格した人は、2002 年の場合 11 人で、2005 年

の場合 14 人と少し増加している。合格率は大きく向上されている。 

 

 日本語コースについては、本プロジェクト計画時の日本語コース設置の目的は、できるだけ多

く、ラオス人の日本語学習者を増やそうということであり、ラオスにおける日本語教育の基礎を

確立することにあった。この観点から判断すると、日本語コースは当初の目標を達成していると

考えられる。 

 その他、本プロジェクトでは、ラオス国立大学の教養課程の日本語科目や日本への留学候補者

に対する日本語教育、そして文学部日本語コースへの協力も行ってきている。また、LJC の教室

は、文学部日本語学科の使用にも供されている。本プロジェクトは、LJC 日本語コース学習者の
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みならず、より広い範囲の日本語学習者に波及効果を及ぼしていると言える。 

 

(4) アウトプット 4：コンピュータコースが円滑に管理され、実施される。 

アウトプット 4 には、7 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ コース実施回数 

 コンピュータコースは 2003 年 3 月に開始された。これまで 2 種類のコースが実施されている。

Word と Excel を学ぶ 50 時間のコースとパワーポイントとインターネットについて学ぶ 36 時間の

コースである。なお 2005 年 1 月には、ホームページ作成コースも始まった。なおこれは、特別コ

ースであり定期的に実施するコースではない。コンピュータコースの対象者は、主として政府職

員（ラオス国立大学の教職員を含む）とラオス国立大学の学生である。コース実施回数と参加者

数は以下のとおり。 

 

(ｱ) Word と Excel のコース、政府職員向け 
 対象政府機関 コース実施回数（回） 参加者数合計（人）

1 ラオス公立大学の教職員 8 273 
2 教育省の職員 4 73 
3 情報文化省の職員 6 134 
 計 18 480 

 

(ｲ) Word と Excel のコース、ラオス国立大学学生向け 
 対象政府機関 コース実施回数（回） 参加者数合計（人）

1 ラオス公立大学の学生 10 194 

 

(ｳ) パワーポイントとインターネットのコース 
 対象政府機関 コース実施回数（回） 参加者数合計（人）

 
ラオス公立大学の教職員、教育省の職員、情

報文化省の職員 7 140 

 

(ｴ) ホームページ作成コース  
 対象政府機関 コース実施回数（回） 参加者数合計（人）

 
ラオス公立大学の教職員、教育省の職員、情

報文化省の職員 1 20 

 政府職員向けの Word と Excel のコースは、18 回実施され、計 480 人の受講者があった。ラオ

ス国立大学学生向けの Word と Excel のコースは、10 回実施され、計 194 人の受講者があった。

パワーポイントとインターネットのコースは、7 回実施され、計 140 人の受講者があった。受講

者は、ラオス公立大学の教職員、教育省の職員、情報文化省の職員である。これらのコースは、

定期的に実施されている。 

 ホームページ作成コースは、特別コースとして、2005 年 1 月から始まったもので、受講者は 20

名である。受講者は、ラオス公立大学の教職員、教育省の職員、情報文化省の職員である。 
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ｲ 申込者数 

 公務員向けのコースの受講者募集については、受講希望者のリストを送るようセンターが関係

省庁に招待状を送っている。コース１回あたりの定員は 20 名であるので、希望者を約 20 名ずつ

のグループに分け、順次受講できるようにしている。 

 学生向けのコースには、一部ラオス国立大学以外の学校の学生や一般人が含まれている（約 5%）。

参加資格は、高等学校卒業以上の学歴を有することである。申込み順に参加できる。 

 

ｳ コース参加者数 

上述のとおり。 

 

ｴ 修了証書を受領した参加者数 

 修了証書を受領できる要件は、Word と Excel のコース（17 回の授業で計 50 時間）では欠席回

数が 5 回を越えないこと、パワーポイントとインターネットのコース（12 回の授業で計 36 時間）

では欠席回数が 3 回を越えないことである。センター職員の話によれば、受講者の 95%以上が修

了証を受領している。 

 

ｵ 参加者の満足度 

 本調査団が情報文化省職員のうちコンピュータコースを受講した経験を持つ職員と受講中の職

員を対象にインタビュー調査を行った結果、ほとんどの受講者がコンピュータコースに対し高い

満足度を示した。ただし、受講者のほとんどがコンピュータの初心者であることから、教え方な

らびに教えるスピードについては注文がついた。例えば、教えるスピードが速すぎて理解が追い

つかないことや、授業時間数が足りないといった指摘が多く出た。 

 LJC が独自に実施したアンケート調査結果でも、類似のコメントが見られる。例えば、①パワ

ーポイントとインターネットのコースの授業時間数（現行、36 時間）をもっと増やすべきである、

②講師は、次のステップの内容を教える前に受講者の理解を確かめるべきである、③講師は、受

講者全員のためにスクリーン上で説明を行うべきである、などである。満足度は高いものの、教

授法については改善の余地があるものと考えられる。 

 

ｶ コース向けに作成された教材数 

 Word、Excel、パワーポイント、インターネット、それぞれについてテキストが作成されている。

すなわち 4 種類の教材がある。これらのテキストは、講師となっているラオス国立大学数学コン

ピュータ学科の教員が原稿を作成し、LJC が印刷しているものである。 

 コース終了時に受講者を対象として LJC が独自に実施したアンケート調査結果では、テキスト

の質は概ね適切なものであるとの結果が出ている。また、テキストは低価格（1 冊約 1 ドル）で

受講者向けに販売されており、コース終了後も職場で利用されるケースがあるなど、付加価値の

高いものとなっている。 
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ｷ コンピュータの台数 

コンピュータコース用に 21 台のパソコンが設置されている。LJC 内スペースの制約もあり、申

込者数に比して台数は必ずしも十分とはいえないが、時間帯をずらし数回に分けて同じ講義を設

定することなど運用面で工夫し、キャパシティーを越えたニーズに対応している。 

 

(5) アウトプット 5：両国間の相互理解促進事業が、円滑に管理され、実施される。 

アウトプット 5 には、4 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ 相互理解促進事業実施回数 

LJC は、ラオス国民と日本国民間の相互理解の促進並びに関係強化を図るため、日本の映画上

映会や日本文化紹介教室（書道、茶道、踊り、日本料理）などの相互理解促進事業を実施してい

る。また、武道（合気道、空手、柔道）に関するイベント等も在ラオス日本大使館と共催するな

ど、現場における限られたリソースを活用する工夫が見られる。2001 年 5 月から 2004 年 12 月ま

でに実施された、主な相互理解促進事業の実施回数と参加者数は以下のとおりである。 
項 目 実施回数（回） 参加者数合計（人） 

日本の映画あるいはビデオ上映 19 750 人以上 
書道 6 250 人以上 
茶道 1 50 人 
踊り 2 340 人 
日本料理 2 60 人以上 
武道（合気道、空手、柔道） 7 570 人以上 
講演やセミナーなど 14 1,650 人以上 

 また、ラオス国の若年層（学生）を対象として、2004 年 5 月からラオスの伝統文化についての

セミナーが企画・開催されており、調査団が行ったインタビュー調査によると、特に若年層を中

心にラオスの伝統文化に対する強い関心が存在する。このラオス伝統文化セミナーでは、伝統的

刺繍、伝統的踊り、果物の装飾細工、石鹸の装飾、伝統的手工芸などの技術が教えられており、

2004 年 5 月から 2004 年 11 月までの参加者数は、延べ 1,400 人に上る。 

 

ｲ 相互理解促進事業への参加者数 

上述のとおり。 

 

ｳ 参加者の満足度 

 LJC は、イベント開催時、参加者対象にアンケート調査を行っている。例えば、日本の映画上

映や日本の文化イベントについてのアンケート結果では、大半のイベント参加者が満足している。 

 

ｴ 協力機関数 

ラオス女性同盟（Lao Women’s Union）、国立芸術学校（National School of Art）、情報文化省、在

ラオス日本大使館等が協力機関となっている。 
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ｵ 全般的事項 

 相互理解促進事業のうち、ラオス文化（ラオスの踊り、ラオスの料理）サークルについては、

ラオスの若い世代から多くの参加があることにより、一般的にサークル活動が禁じられているラ

オスにおいて、健全な青少年活動の場を提供しているだけでなく、在留邦人が出席する LJC 開所

記念式典等のイベントの中で、日頃の練習の成果としてラオスの踊りを披露するなど、在留邦人

のラオス理解を促進する上で一定の役割を担っており、ラオス国における LJC の存在意義を高め

ている。 

 LJC の活動情報を伝えるニュースレターが定期的に発行されていること、また図書室に各種の

図書、雑誌、視聴覚機器があることで、図書室利用者ならびにニュースレター配布先での相互理

解促進に貢献している。また、事業実施をより効果的・効率的に行うことを目的として、在ラオ

ス国日本大使館や国際交流基金との相互協力を開始している。 

 一方、相互理解促進事業を行うスペースやスタッフ面に制約があるため、結果的には相互理解

促進事業の参加者の多くがラオス国立大学の学生となっており、一般のラオス社会からの参加は

少ない状況となっている。 

 

(6) アウトプット 6：日本国、ラオス国、その他の国の情報が LJC で入手できる。 

アウトプット 6 には、4 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ LJC が提供する情報の量と質 

 LJC 図書室には、LJC の活動に関連した音楽 CD が 640 枚以上、映像資料（ビデオ・DVD）が

226 本、ビジネスマネジメント、日本紹介等に関連する書籍が約 7,000 冊（英語、タイ語、日本語）

がある。これらの所蔵資料の調達に際しては、利用者を対象としたアンケート調査を行い、同結

果に基づき調達リストを作成している。図書室担当者は、利用者数や利用ニーズに比して資料点

数は不十分であり、ニーズに応じた各種資料の充実が必要性であるとの認識を示している。 

 

ｲ 情報サービスの利用者数と訪問者数 

 LJC の情報サービス利用者として登録している人数は、1,423 人である。この内、約 94%は、ラ

オス国立大学の学生で、約 2%(27 人)が大学の教職員である。これら以外の一般の人は、約 4%（61

人）である。 

 図書室の本の貸し出し数は、徐々に増加している。2004年 5月以降の月間図書貸し出し数は 2000

冊を越えるようになり、それ以降は、図書室のシステム変更のため休館となった時期（2004 年 8

月から 9 月にかけて）を除けば、月間 2,500 冊以上の図書の貸し出しがある。平均すれば、毎日

約 100 冊の本が貸し出されている計算となる。本の貸し出し利用者数も毎月 1,000 人以上となっ

ている。以下に、2003 年 7 月以降の月別の図書資料貸し出し数と利用者数の推移を示す。 
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 図書室に加え、メディアルームと学習室が一般利用者に開放されている。メディアルームの座

席数は 50 で、学習室の座席数は 30 となっている。ラオス国内において同類の設備を有した施設

自体が希少であることから、恒常的に多くの利用者が同室の利用を目的として LJC を訪れている。

2005 年 1 月の記録では、学習室利用者が月間 2,221 人、メディアルーム利用者が 2,850 人となっ

ている。1 日平均約 200 人の利用者が訪れている計算となる。これらの定量的データに鑑みても、

LJC が提供している現行の情報提供機能は、利用者ニーズに即していると判断される。 

 

ｳ ホームページの質 

 LJC のホームページは、英語版と日本語版が作られているが、定期的な情報の更新が行われて

いないことが課題となっている。ホームページの定期更新ができるよう指導できる日本人専門家

の派遣が要請されていたが実現していないことも要因として挙げられる。LJC の情報発信機能を

高めるためにも、ホームページを充実させることは、特に日本向けの情報発信機能拡充のために

有効であり、情報技術に関わる日本人専門家の早期派遣が求められている。 

 

ｴ サービス利用者及び訪問者の満足度 

 上述のとおり、センターの図書室、メディアルーム、学習室を毎日多くの人が訪れている事実

から判断して、サービス利用者の満足度は高いものと判断される。 

 

(7) アウトプット 7：教育活動のために、LJC が活発に利用される。 

アウトプット 7 には、3 つの指標が設定されている。指標毎の達成度を以下に記す。 

 

ｱ 教育活動実施回数 

 JICA-NET を利用した講義、セミナー、政府機関が実施するワークショップなどのためにセンタ

ー施設が利用されている。セミナーやワークショップの実施事例を以下に示す。 

 

 

 

 

図書室のシステム変更のため一時的に閉館（2004 年 8 月～9 月）
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年月日 活 動 主催者 参加者数

2003 年 9 月 2 日 Special lecture for Japanese residents in Laos: 
(1) Change of the economic fundamental and the 
future of Japanese economy. (2) Food and 
population problems in Laos and Japan. 

センター及び経

済経営学部 
25 

2003 年 9 月 3～4 日 Training course on PCM (Project Cycle 
Management) for the staff of the Ministry of 
Labor and Welfare 

労働福祉省と
JICA 

30 

2003 年 11 月 19～23 日 Training of students who will be assistants at the 
Forum of ASEAN Tourism.  

NUOL 等 70 

2004 年 4 月 7～8 日 Seminar: Coordination and orientation on data 
analysis and development 

教育省 50 

2004 年 4 月 23 日 Seminar: English teaching method NUOL の国際課 50 
2004 年 4 月 27 日 Essay contest (Participants were students of 

secondary schools from all provinces in Laos)  
教育省と JICE 24 

2004 年 7 月 26 日 IDRC Workshop: Utilization o Internet NUOL の林学部 22 
2004 年 8 月 11～13 日 Seminar: Cooperation with neighboring 

university regarding environmental problems  
NUOL の環境・

開発センター 
35 

2004 年 8 月 12～14 日 Workshop: Long term plan of NUOL NUOL 12 
2004 年 10 月 12～14 日 Workshop: Business by utilizing Internet and 

latest communication technology  
商業省と
UNCTAD 

30 

 

ｲ 活動への参加者数 

 LJC の情報によると、毎月 200 人以上の参加者がある。 

 

ｳ 参加者の満足度 

 プロジェクトが実施したアンケート調査によると、一般的に LJC の活動に満足している結果が

出ている。 

 

3-3 プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、「1. ラオス国の人材開発においてセンターが重要な役割を果たす。 2. 

LJC が、両国国民の相互理解を促進する。」である。 

LJC は各種活動（ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコースの実施）を通じてラオ

ス国の人材開発の面で重要な役割を担っているといえる。また、それぞれのコース参加者の満足

度は総じて高く、特にビジネスコースに関しては、ラオス国のビジネス社会から高い評判を得て

いる。 

両国の相互理解促進に関して LJC では、各種の関係組織（例えば、ラオス女性連合、ビエンチ

ャン市の保育園、国立芸術学校等）との協力関係を構築することで、ビエンチャン市人口から幅

広く参加者を獲得すべく努めている。但し、LJC がビエンチャン市中心部から離れた場所に位置

していること、相互理解促進事業を担当する専任の日本人専門家が派遣されていないこと、また

相互理解促進事業を実施するための LJC 内のスペースに制約があること等の要因から、現状では

参加者の大半はラオス国立大学の学生となっている。さらによりより広い範囲のラオス一般市民

に働きかけるためには、制約要因を解消するとともに、制約要因の下での工夫を図るなどの方策

が必要である。 
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(1) LJC が実施する各種コースへの申込者数 
ビジネスコース 1,701 人（2005 年 1 月現在）

日本語コース 2,345 人（2004 年 9 月現在）

コンピュータコース 約 1,000 人／年 

PDM には目標値が設定されていないので定量的なデータ分析により達成度を判断することは

困難であるが、ビエンチャン市内人口（633 千人、2000 年）のうち、各種コースのターゲット人

口の多くが LJC の各種活動に参画していると思料される。 

 

(2) コース参加者による事後評価 

ｱ 本調査団が、ビジネスコース受講者並びに受講者の上司に行ったインタビュー調査（2 つの政

府機関と 2 つの企業を対象に実施）結果からは、ビジネスコースの受講が受講者である従業員

の仕事の質を改善する上で大いに役立っているとの評価が得られた。 

 

ｲ 同様に、日本語コース受講者で、JICA が支援している病院勤務者並びに同病院に派遣されて

いる日本人専門家のアシスタントを対象に行ったインタビュー調査の結果では、両者とも日本

語コースを本来業務の改善に役立っていると高く評価している。両者とも基礎レベルから受講

し、現在も中級コースで学んでいる。 

 

ｳ また同様に、コンピュータコースを受講した情報文化省の職員にインタビューを行った。受講

者からは、ワードやエクセルを学習した後は、仕事の効率が改善したと評価している。但し、

講師の教えるスピードが速い点についての指摘があり、改善の余地がある。 

 

(3) ビジネス社会における評判 

 職員や従業員を LJC のビジネスコースに参加させている官庁機関や一般企業を対象としたイン

タビュー調査結果においても、特に従業員を LJC ビジネスコースに送り出している経営者の立場

から、コースを受講した従業員がホウ・レン・ソウ（報告・連絡・相談）を率先して行うように

なった等の業務改善に繋がった事例もある。 

 

(4) ラオス国民によるセンターの評判 

コース受講者数や各種活動への参加者数と、受講者の高い満足度を考慮すると、ラオス国民に

よるセンターの評判は良いものとなっていると推測される。 

 

(5) サービス利用者の事後評価あるいは意見 

毎日、LJC の図書室、メディアルーム、学習室を多くの利用者が訪れている。インタビュー調

査によると、利用者はセンターが提供するサービスを良いものであると評価している。  

 

(6) LJC のニュースレターの印刷数と配布先数 

これまでにニュースレターは、計 4 回発行されている（第 1 回目は、2003 年 9 月、2 回目は 2004
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年 1 月、3 回目は 2004 年 4 月、4 回目は 2005 年 1 月）。印刷部数は、英語版が 58 部、ラオス語版

が 88 部である。ニュースレターは、ラオスの省庁 13 機関、12 カ所の国内機関あるいは国際機関

事務所、36 のラオス国立大学内の部署、日本関連機関（在ラオス日本大使館と JICA 事務所）に

配布されている。配布先リストを付属資料 7 に示す。 

 

 

第 4 章 評価結果 

4-1 妥当性 

(1) ラオス政府の国家開発計画との整合性 

ラオス国は、1986 年に新経済メカニズム（ラポップ・マイ政策）に基づき、計画経済から市場

経済へ移行した。1996 年 10 月に採択された「1996～2000 年社会経済開発計画」では、都市・農

村間の所得格差是正、法制度整備に並んで国有企業の民有化（近代的な生産技術、経営制度に係

る有能な人材の投入による再活性化・強化）を全般的指針とした。また、1997 年 7 月にアセアン

及びアセアン自由貿易地域（AFTA）に加盟し、輸入関税の引き下げを実施。2001 年 3 月のラオ

ス人民革命党第七回党大会で、「2020 年までに発展途上国から脱却する」ことを目標とした経済

開発の基本方針が決定された。ここでは、農業開発に焦点をあてつつ、自然経済から商品経済へ

の転換（市場経済化）を推進するとしている。 

 国家社会経済開発計画（2001-2005）では、以下の主要目標が掲げられている。1）治安と政治

の安定を図る、2）持続的な経済成長を確保する、3）2005 年までに貧困を半減させる、4）食糧

安全保障を達成する、5）新規雇用機会を創出し、焼畑耕作とケシ栽培を全廃する、6）国民貯蓄

率を向上させる、7）国営・民間企業改革を推進する、8）全分野における人材開発を促進する、9）

近代的産業開発の支援体制を確立する。 

 ラオス政府による経済政策は一貫して、市場経済化を目指したものであり、本プロジェクト開

始当初より現在に至るまで同政策に変更はなく、引き続き市場経済化に資する人材の育成はラオ

ス国の重要な課題の一つと位置づけられている。また、本プロジェクト目標の一つは、「ラオス国

の人材開発において LJC が重要な役割を果たす」というものであり、前述の国家社会経済開発計

画（2001-2005）のうち、特に 2）と 8）との整合性が高い。また、LJC のビジネスコースの活動

は、民間企業の経営者並びに従業員に対するビジネスマネジメント研修の提供や、中央官庁公務

員に対するコンピュータコース、国営銀行職員に対する銀行業務に特化した JICA-Net 研修といっ

た、民間人材はもちろんのこと公務員の能力向上に資する内容であり、特に 7) の目標達成を直接

的に推進するものといえる。 

 

(2)日本の対ラオス国の援助方針との整合性  

 日本政府の対ラオス国の援助重点分野、そして JICA の支援重点分野の一つは「人材開発」であ

る。市場経済化、ビジネス関係者やエンジニア、高等教育、銀行・財務に関連する分野の人材開

発に優先度が置かれている。従って、本プロジェクト目標は、日本の対ラオス援助政策と整合性

がある。 

「平成 16 年度 JICA 国別事業実施計画 ラオス人民民主共和国」では、「市場経済化の着実な推
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進と均衡のとれた経済成長の実現のために適切な政策が選択されるように政策提言を行う」とし、

法制度整備支援等と並んで市場経済化支援を重点分野と位置づけている。特に本プロジェクトは、

民間セクターの活性化を開発課題とし、民間企業育成プログラムの一環として位置づけられてい

る。 

 

(3) LJC が実施している活動のニーズ 

 各コースの内容は、受講者へのアンケート調査の結果分析を基に改善が行われている。そして、

常にコース定員を超えた申込者数を記録していることから、LJC 活動に対する高いニーズが存在

する。 

 

(4) ターゲットグループの規模の適切さ 

 ビジネスコースの受講者数は、基礎コースと上級コース合わせて、毎回 100 人以上となってい

る。本調査実施時までに、計 11 回のコースが実施され、申込者数合計は 1,701 人にのぼる（うち

1,508 人が受講）。毎回、定員以上の申込者数があり、ターゲットグループの規模は適切と考えら

れる。 

 日本語コースについては、2004 年 8 月までは 1 年コースであったが、その時の受講者数は年間

約 250 人であった。実際にどのくらいの日本語学習の需要が存在するのかについては、今後のラ

オス国の日本語教育に関する総合的な各種調査の結果が待たれるが、LJC の日本語コースについ

ては、常時定員を超える申込者数があるという状況から判断して、適切なターゲットグループの

規模を持っていると考えられる。 

 

4-2 有効性 

プロジェクト目標は、「1. ラオス国の人材開発において LJC が重要な役割を果たす。 2. LJC が、

両国国民の相互理解を促進する。」である。 

 上記 3-3 項で既述したように、LJC は、ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコー

スの実施を通じて人材開発面で重要な役割を担っており、ラオス国立大学幹部も LJC ビジネスコ

ースの評判の高さを認識し、またビジネスコースだけでなく、日本語コース、コンピュータコー

ス、相互理解促進事業についても高く評価している。 

両国民の相互理解促進という観点では、各種の機関からの協力を得つつ相互理解促進事業を実

施することで、より広い範囲からの参加者を得るように働きかけているものの、専任の日本人専

門家が未派遣であること、相互理解促進事業を行うためのスペースが限られていること、LJC 自

体が大学構内に位置すること等の要因から、主な対象をラオス国立大学の学生とせざるを得なく

なっている。しかしながら、インターネットや AV 機器等の情報設備の希少性からメディアルー

ムや図書室等を利用して情報を得るために LJC を利用する学生・一般利用者は多く、情報発信の

拠点としては、重要な役割を果たしている。また、一般民間企業の経営者や従業員を対象とした

日本的経験を活かしたビジネスコースや広く一般に開かれた日本語コースの実施自体が相互理解

の促進につながっていると捉えることができる。 

 プロジェクト目標 1 の有効性は高いと評価できる一方、プロジェクト目標 2 については、ある
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程度の有効性を確保していると判断されるものの、いくつかの制約要因が解消されれば有効性の

改善の余地がある。 

 

4-3 効率性 

(1) 投入の適切さ 

カウンターパート並びに日本人専門家への質問票調査の結果によると、日本側の投入はその量、

質、タイミングにおいてほぼ適切であったとされている。但し、相互理解促進事業については、

今後、専任の日本人専門家の派遣を積極的に検討する必要がある。また、LJC スタッフの能力向

上のために、より多くのカウンターパート並びに LJC スタッフが日本等での研修を受けられるよ

う、研修機会を増やすことも有効である。 

 

(2) ラオス側カウンターパートと日本人専門家間の情報共有 

 ラオス側は、毎週月曜日に LJC の部署長間のミーティングを行い、さらに全てのカウンターパ

ート、LJC スタッフが参加するミーティングを毎月 1 回、月末に行っている。ラオス側スーパー

バイザー、共同所長、業務調整員とのミーティングは、毎月第 3 週目に行われており、センター

の各部署の現況に関する情報は、これらのミーティングで報告され共有されている。 

一方、ラオス側カウンターパートと日本人専門家とのミーティングを月 1 回実施する計画にな

っているものの、実際には、ミーティング予定日に他の日程が入った場合などは、翌月に繰り越

されている。LJC 関係者へのヒアリング調査の結果からも、ラオス側と日本側でのミーティング

が充分に行われていると認識する人は少なかった。同一の目標に向かってラオス側と日本側が共

同で活動する本プロジェクトの運営際しては、関係者間での情報共有と共通認識の形成が重要な

要素を占める。今後は、ラオス側と日本側間のミーティングを定期的に実施すべきであり、また、

ミーティングでは事業実施の状況報告に留まらず、各部門が直面する問題について共有し、その

原因分析と問題解決に向けた議論が積極的に行なわれるべきである。 

 

4-4 インパクト 

上位目標は、「1. ラオス国の社会経済開発が加速化する 2. ラオス国民と日本との関係が強化

される」である。1996 年の党大会では「2020 年までに LDC（後発開発途上国）から脱却するこ

と」を目標として設定し、1997 年のアセアン加盟以降は、アセアンの活動に積極的に参画してお

り、2008 年までに域内関税引下げを達成するための取り組みを進めている。ラオス政府並びに民

間企業は、経済分野におけるアセアン諸国等との国際競争力を養成する必要に迫られており、プ

ロジェクト開始当初から、これらの状況に変更はない。こうした状況の下、LJC がビジネスコー

スの実施を通じ受講者に有益な知識を提供することは、経済及び経営の分野で、ラオス国のビジ

ネス関係者や政府職員の人材育成に一定の役割を果たしているとも言え、ひいては、そのことは

上位目標の一つである「ラオス国の社会経済開発」に一定程度寄与してきているとも言える。し

かしながら、定量的な視点から LJC がどれほどインパクトを与えているかについては、厳密な評

価は困難になっている。これは、上位目標がプロジェクト目標に比べて極めて高く設定されてお

り、それらの間には外部要因が多く、両者の相関関係が曖昧であることによる。よって、上位目
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標に対するインパクトを測るためには、長期的な視点で活動を継続・拡充するとともに、かつ複

眼的な視点で評価を行うことが必要である。ビジネスコース受講者の企業における経営改善とい

った行動様式の変化や業績向上など個別事象との関係から見ていくことも検討すべきであろう。 
二つ目の上位目標である「ラオス国民と日本との関係が強化される」については、各種活動（ビ

ジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業）全般を通じて、LJC が両国民の相互理解を推

進し、ひいてはラオス国民と日本国民との関係強化に貢献しているといった定性的な分析は可能

であるものの、両国民の意識調査といった大規模な定量的評価調査は困難である。 
 

4-5 自立発展性 

(1) 組織的自立発展性 

 LJC は、ラオス国立大学の中の公的機関であり、公務員 9 名が常勤の職員として配置されてい

る。その他、27 名の職員が雇用されており、LJC の運営管理業務に従事している。27 名の LJC ス

タッフの給与は、LJC の授業料収入で賄われている。ラオス国立大学は、3 つの部署、すなわち、

日本語コース課、ビジネスコース課、管理課からなるセンターの組織を承認している。各課の課

長と課長補佐は、大学が指名している。また、ラオス側の LJC 所長と次長は、教育省が公式に指

名している。 

現在、LJC には 9 名の公務員と 27 名の職員が勤務し、そして、日本側からは、ラオス側カウン

ターパートへの指導を行うために 4 名の長期専門家が派遣されている。LJC の活動としてビジネ

スコース、日本語コース、コンピュータコースが、人材開発のための研修コースとして、それぞ

れの日本人専門家の指導のもとカウンターパートを中心として運営されていることから、LJC の

組織的自立発展性は高いと判断できる。 

 

(2) 財政的自立発展性 

 LJC の光熱費や通信費は、財務省から当該予算が C/P 機関であるラオス国立大学を通じて支払

われている。また、LJC は、研修コース受講者からの授業料収入があり、同収入を LJC スタッフ

の給与、ビジネスコース現地講師への講義謝金、日本語コース非常勤講師の講義謝金や小額消耗

品購入費等の経費支出に支弁されている。一方、ビジネスコース講師として派遣している日本人

短期専門家の派遣費等を含む日本側からの経費支出額を考慮すれば、自己採算はとれていない。

今後は、財政的にどのような方針を持って LJC を運営するのかについて基本方針を立て、同方針

をラオス側と日本側双方で共有し合意する必要がある。 

 

(3) 技術的自立発展性 

 LJC スタッフの運営管理能力は、日本人専門家からの OJT や研修等を通じて向上している。現

在の職員が継続して LJC で働き、さらに能力向上を図っていけば、技術的自立発展性を確保する

可能性が高まる。 

 ビジネスコースの現地講師は、ラオス国立大学経済経営学部の教員が担っており、一般的に講

師として高い能力を有し、理論面での知識は十分であるものの、実践的な知識や技能をより強化

しようとすれば、民間企業、政府機関、ビジネス学校といった多様な分野から現地講師を招へい
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する必要がある。 

 日本語コースの講師に関しては、日本人専門家とラオス国に居住する日本人が主に担当してお

り、ラオス人講師も基礎レベルのコースで授業を受け持っている。ただし、ラオス人講師が基礎

レベル全ての授業を担当できるようになるためには、継続して能力向上に努める必要がある。 

 政府職員向けのコンピュータコースは、ラオス国立大学の数学科の教員が講師を担当している。

受講者の学習速度や理解度は、受講者の能力に応じて異なるので、受講者の学習能力に適した教

え方を用いる必要がある。 

 

4-6 阻害・貢献要因の総合検証 

4-6-1 計画内容に起因するもの 

(1) ラオス国立大学経済経営学部との連携体制（貢献要因） 

 本プロジェクト協力期間の最初の 4 年間は、ラオス国立大学経済経営学部支援プロジェクトと

同一のプロジェクトであり、プロジェクト設計当初から、経済経営学部の教員をビジネスコース

の現地講師として活用することが計画され、計画どおり LJC ビジネスコースの現地講師は、経済

経営学部の教員が担っている。このような相互連携の枠組みは、安定的な現地講師の確保を容易

にし、ビジネスコースの自立発展性の向上に貢献している。また同時に、受講者は現役の経営者

並びに従業員であることから、現地講師はそれらの受講者との意見交換を通じて実践面における

課題を吸収し、教員にとっては実践的な知識が身に付き、それがさらに、講義内容の改善につな

がっている。 

 

(2) 具体的達成目標が未設定（阻害要因） 

本プロジェクトは、開始当初から LJC 運営について日本側の永続的な投入を想定している側面

もあり、かつ LJC がラオスに存在すること自体が両国の友好の推進にとって意義があるという観

点から、プロジェクトを運営すること自体が目的化した傾向がある。また、達成度を測る定量的

な指標が未設定のままプロジェクト運営がなされた為、目指す成果に対して適切なモニタリング

が行なわれてきたとは言い難く、結果として PDM に沿ったプロジェクト運営が徹底されておら

ず、LJC スタッフやカウンターパートの能力向上を重視しないという点につながっており、この

ことが、本プロジェクト成果の一部の達成を阻害した。 

今後は、期間や段階を設定し、どのような具体的方法・施策を用いて、どの規模・範囲の国民

に対して働きかけていくのかを明確に設定したうえで、活動を進めている必要がある。 

 

(3) 共同所長体制による運営の明確化が不十分（阻害要因） 

本プロジェクトの特質から、LJC の運営については、ラオス側の所長と日本側所長（チーフア

ドバイザー）との共同所長体制となっている。LJC のあり方についての長期的展望が明確になっ

ていない点とも関連して、この共同所長体制の意味するところが、関係者間で明確に共通認識さ

れていない。通常の技術協力プロジェクトであれば、相手国側実施機関が存在し、その組織にお

いて責任・権限が規定されていて、日本側の役割は技術移転や助言を行うことで完結する一方、

本プロジェクトでは、新設された LJC 組織をラオス側と日本側の所長を頂点として共同運営する
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体制をとっている。この共同所長体制の意味するところ、責任・権限の所在、日本人専門家の役

割について改めて明確にし、相手国側の十分な理解を得た上で、組織運営を進めていくことが必

要である。 

 

(4) 技術協力プロジェクトとしての位置づけ（阻害要因） 

日本側関係者の中には、本プロジェクトは、通常の技術協力プロジェクトとは異なるとする意

見がある。これも、本プロジェクトの特質生から生じているものと思われる。そのことが影響し

てか、ラオス側カウンターパートを育てる、あるいは、技術移転を図るという点において認識が

弱い面がある。その為か、PDM に沿ったプロジェクト運営の必要性をあまり感じないといったこ

とや、LJC スタッフの能力向上をあまり重視しないという点につながっているように見受けられ

る。カウンターパート及び LJC スタッフの能力強化は、LJC 組織の自立発展性確保のために重要

であり、技術移転の必要性あるいは能力強化の必要性を認識することが必要である。また、本プ

ロジェクトの特性に鑑み活動の方向性について、JICA 本部主導で方針を明確にする必要がある。 

 

4-6-2 実施プロセスに関するもの 

(1) 定期的なコース評価の実施（貢献要因） 

LJC では、各活動（ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコース、相互理解促進事業）

の参加者に対して定期的なアンケート調査を行っている。同調査結果は、コース内容の改善のた

めに活用されている。例えば、ビジネスコースにおいては、アンケート結果に基づくテキスト内

容の修正・見直しはもちろんのこと、人気のない科目については、新しい科目と入れ替えられて

いる。このように、コース内容を定期的にモニタリング・評価し、改善を図るということが通常

活動の中に組み込まれていることは、ニーズに応じたカリキュラムの提供につながり、プロジェ

クトの成果を高める上で非常に効果的である。 

 

(2) 各種コース参加者と相互理解促進事業とのリンケージ強化 

 日本語コースの参加者は、相互理解促進活動に参加し、相互理解を進めるうえで役立っている。

一方、ビジネスコース参加者やコンピュータコース参加者に対して、相互理解促進事業への参加

働きかけはあまり実施されていない。阻害要因とまでは言えないが、研修コースだけでなく、相

互理解促進事業にも参加してもらうため、広報活動を行っていくことが必要であった。 

 

(3) プロジェクト内部のコミュニケーション（阻害要因） 

 2004 年 3 月に派遣された運営指導調査団の報告では、プロジェクト内部、日本人側とラオス側

のコミュニケーションが十分とは言えないと指摘されている。また、日本側とラオス側との合同

ミーティングが中断しており、日本人専門家内のミーティングは進捗報告だけであり、問題解決、

戦略策定や情報共有の場としては機能していないとも指摘されている。終了時評価時点での聞き

取り結果から判断して、あまりこの状況は改善されているとは言えない。ラオス側と日本側の合

同ミーティングを月 1 回開催する方針が決められているが、日程上都合の悪い人がいると中止さ

れており、関係者に聞いても合同のミーティングが開かれていると認識している人はほとんどい
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なかった。また、日本人専門家内のミーティングは、活動報告の場であり、問題解決の場とはな

っていない。 

 本プロジェクトの目標の一つは、両国民の相互理解の促進である。本来は、本プロジェクト活

動を通じて得られた経験を基に、相互理解を図る上で日本側が留意すべきあるいは配慮すべきこ

とは何であるのか、その知見の蓄積が行われていてもおかしくないが、実態としては、プロジェ

クト内部のコミュニケーションが不十分なために、そうなっておらずコミュニケーション改善と

いう課題が残っている段階と判断される。 

 

4-7 結論 

ラオス側関係者と日本側評価調査団との一連の協議を通じて両者は、PDM に記載されているア

ウトプットは、当初予定どおりほぼ達成されているとの結論に至ったが、プロジェクト目標達成

のためには依然として日本側投入を伴ったプロジェクト活動の継続は必要不可欠である。 

 

 

第 5 章 提言と教訓 

5-1 提言 

(1) LJC の運営管理面 

ｱ カウンターパート、LJC スタッフの能力開発 

ラオス側スタッフの能力向上は、彼らの LJC 運営への積極的な関与を促し、ひいては LJC の効

率的な運営に資するものである。本プロジェクト終了前までには、LJC 組織の自立発展性確保の

ためにも、コミュニケーション能力の向上並びに日本政府開発援助(ODA)のメカニズムなどのプ

ロジェクトに関する基礎知識の習得を目指す OJT や研修機会の付与を検討することとし、フェー

ズ 2 では、経理担当者や図書館司書を対象とした本邦研修の実施を検討する。 

 

ｲ ラオス側と日本側の共同運営体制の定義 

特にプロジェクト活動の初期段階においては、それぞれの活動において運営体制の基礎を確立

するために日本人専門家が自ら主体的な役割を担わなければならなかったことは事実であるが、

共同所長の位置づけを含めた共同運営体制の定義に関する共通認識が形成されていないために、

実際のプロジェクト活動にあたり少なからず混乱を呈している。 

LJC の運営体制がほぼ確立しつつある現段階においては、今後、日本人専門家は LJC スタッフ

の能力向上に資するアドバイザーとしての役割も有していることを再確認することが重要であり、

この観点から LJC 共同運営体制の定義についても明確にした上で、ラオス側と日本側双方で共有

されるべきである。 

 

ｳ 継続的な自己収入の確保 

LJC は、ビジネスコースや日本語コース受講者から受講料収入を得ている。これらの受講料収

入は LJC スタッフの給料、ビジネスコース現地講師並びに日本語コースの講師謝金、その他の小

額消耗品の購入に当てられている。一方、LJC 活動を運営維持していくためには、受講料収入だ

けでは充分ではなく、依然として日本側からの投入（プロジェクト現地活動費、専門家派遣経費
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等）が大きな割合を占めていることに鑑みても、センター収入の確保に向けた継続的な努力が必

要である。 

 

(2) ビジネスコース 

ｱ 現地講師の多様化 

民間企業、役所、および他のビジネス・スクールからの管理職や従業員を講師として招へいす

ることで、講師リソースを多角化させることが望ましい。また、日本以外の近隣諸国からビジネ

スパーソンを講師として招へいすることも一案である。 

 

ｲ 実践的な講義内容の強化 

経済経営学部の教員は、ビジネスコース講師として十分な学術的な知識を有しているが、受講

者からは実務経験に基づく、より実践的な講義内容が求められている。本プロジェクト終了前ま

でには、現地講師を民間企業から招聘するなど多様化に取り組むとともに、さらにフェーズ 2 で

は、近隣諸国におけるケーススタディを講義内容に取り込むための取り組みが期待される。 

 

ｳ 包括的なニーズ調査の実施 

ビジネスコースでは、受講者を対象としたニーズ調査が定期的に行われているが、ビジネスコ

ース開始から本調査時点で約 3年半が経過しており、今後の活動を設計するためにも、産業、貿

易関連のビジネス関係者及び公務員を対象とした包括的なニーズ調査を行うことが望ましい。 

 

ｴ 修了者のフォローアップ 

ビジネスコースの効率的な実施の検証のためには、コース修了生がどのように習得した知見を

活用し経営等に反映しているかという部分の確認が必要となる。地元コンサルタントを活用し、

修了者を対象とした定期的な追跡調査を行うことが有効である。 

 

ｵ 修了者間のネットワーク構築支援 

ビジネスコースは、ビジネスマネジメントに関わる知見を座学で提供するだけでなく、民間並

びに公的両部門からビジネスに関係する人材が集うことで、受講間の関係を深める機会を提供し

ている。LJC が主体的にビジネスコース修了者間のネットワークを構築し、ビジネスコース修了

後の人的ネットワークを構築することが望ましい。 

 

ｶ 現地ニーズに応じた短期専門家の派遣 

現地のビジネスコース実施スケジュールに応じて、日本人講師短期専門家が派遣されるべきで

ある。 日本人短期専門家の存在は、受講者の関心をひきつけるためにも必要不可欠となってい

る。 

 

ｷ スタッフの能力向上 

C/P 並びに LJC スタッフを対象とした研修は、より効率的なコース運営管理につながるだけで
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はなく、ラオス側のオーナーシップを高めることが期待される。このため、ラオス国内や近隣ア

ジア諸国または日本で、コース運営能力向上に資する研修を実施することは有益である。 

 

(3) 日本語コース 

ｱ 包括的なニーズ調査を実施すること。 

 ラオスにおける日本語教育は、国際交流基金が実施した海外日本語教育機関調査の結果でも日

本語学習者が 1998 年の 80 名から 2003 年には 493 人と大幅に増加しており、その背景には LJC

における日本語教育の果たした役割は大きい。同調査は、海外の日本語教育機関における日本語

教育の調査であるため、個人教授は含まれておらず今回調査の中でも LJC 受講者がボランティア

ベースで寺院等において日本語を教えているという情報もありそのような数を加えるとさらに日

本語教育が広がっていると思われる。 

約 5年前のプロジェクト形成過程で、日本語教育に関する包括的なニーズ調査が行われており、

また、LJC では受講生の日本語語学レベルに応じた段階的な受講生ニーズの把握を目的として、

日本語コース運営の過程で受講生を対象としたアンケート調査も実施している。しかしながら、

今後の LJC 日本語コースを見直す上で、ラオス国の日本語教育に関する包括的なニーズ調査が必

要である。 

 

ｲ ラオス人日本語教師の相互活用（ラオス国立大学文学部日本語学科との協力関係構築） 

今後は、現在の学科の教員を OJT で教育しつつ、日本語学科の卒業生が日本に留学後、大学に

戻り中上級まで教えられるまでの支援が必要であるが、それには 10 年はかかると思われ、その間

は現在のラオスの人材を LJC、学科、民間でどのように協力連携して育成していくかが重要であ

る。 

 LJC のカウンターパートは、2 人の JICA 派遣専門家により着実に日本語力をつけてきており、

第二フェーズでは彼らに少なくとも初級は任せられるようになることが望ましい。 

ラオスの大学教員の給与は今回聞いた範囲でも US$30～50 程度であり、とてもそれだけでは生

活できずアルバイトをしている。日本語学科の教員についても、もともと英語教師だったため英

語を教えるなど日本語教育とは関係のないことを行っており、日本センターで授業を担当するこ

とができれば日本語教授能力を伸ばしながら収入に繋げることができるようになる。次のフェー

ズでは日本語学科教員も含めたラオス人教員が、日本センターで授業担当をする等活用できると

良い。 

 ラオス人教員に初級あるいは初中級まで任せられるようになり、LJC の事業を拡大することが

できるのであれば、LJC としては、さらに上のレベルの開講、教師養成講座の開設など民間日本

語学校ではできない部分を拡大することが望まれる。 

 

ｳ 日本語教師間のネットワークの強化支援（日本語教師勉強会） 

ラオス国内で日本語教育を担っている日本語教師は 22 名（2003 年時点）であり、これらの相

互ネットワークの構築が重要になっている。LJC が中心となって勉強会を開催するなど、緩やか

な教師間ネットワークの形成に努めるとともに、フェーズ 2 では、徐々にラオス人教師も参加で
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きるような更なる教師間ネットワーク構築への取り組みが期待される。 
 

ｴ ラオス人日本語学習者と日本人との間の交流機会の提供（日本語学習者のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向上） 

ラオス人日本語学習者と日本人がコミュニケーションできる場の提供が望まれる。日本語学習

者の学習意欲を高めるために、日本からの積極的なスタディーツアーの受入・交流会の開催、

JICA-Net を利用した相互交流事業の継続・拡大が有効である。 

 

ｵ アセアン域内での共同プログラムの実施（アセアン日本語スピーチコンテスト） 

さらにラオス国での日本語教育を盛り上げるためには、アセアン諸国に設置されている同様の

日本センター（ベトナム、カンボジア、ミャンマー）と連携し、域内共同プログラム（例えば、

各国対抗日本語スピーチコンテスト）の実施が有効である。  

 

ｶ ラオス国立大学日本語学科との連携 

 LJC で日本語教育が開始されたことがきっかけになり、ラオス国立大学には 2003 年に日本語学

科が設立されたが、一つの大学の中に LJC、日本語学科、さらには SFS(基礎教育課程)における文

科省国費留学生のための日本留学準備教育が行われており、それらの役割の整理、また民間も含

めたラオスの日本語教育における日本センターの役割について提言することが、これまでの日本

語コースの評価とあわせ調査の目的であった。 

 前述のようにラオスの日本語教育は LJC で日本語コースが開始されたことにより大きな進展を

見せた。一方で、通常日本語学科設立は選択コースとして導入、副専攻、主専攻という道筋をた

どりある程度学科で教えられる現地の教師が育ってから始めることが多いが、ラオスの場合は日

本語学科で教えられるラオス人教師がほとんどいないまま学科が設立されるということになった

ために、ラオス人教員が充足しているとは言い難い。 

 今後は、現在の学科の教員を OJT で教育しつつ、日本語学科の卒業生が日本に留学後、大学に

戻り中上級まで教えられるまでの支援が必要であるが、それには 10 年はかかると思われ、その間

は現在のラオスの人材を LJC、学科、民間でどのように協力連携して育成していくかが重要であ

る。 

 日本語学科には、現在 2 年生までが在籍しているが、学科設立後 5 年目となる 2007 年の新規入

学生を迎えた段階で、日本語は 32 コマ（1 コマ 100 分。54 時間）となり、ラオス人教師 4 名、国

際交流基金派遣の日本語教育専門家、ジュニア専門家のほかに 2006 年秋からは日本語教育指導助

手を派遣することとする。 

 日本語教育以外の日本事情（日本文化、文学、経済、歴史、経営）の授業については、ミーサ

イ学科長等日本語学科では、それらの授業はラオス語ではなく日本語で行われるべきであるが、

学科の 3 年生以降、日本語でこれらの講義を聴くことは無理であるため文化、文学などの内容の

教材の読解として日本語の授業を行うことが現実的であるとの結論であった（上記の 32 コマには

それらの時間数も含む）。その後、大使館を往訪した際には、学長は日本事情はラオス語でも構わ

ないとの意見であった由であり、ラオス語の授業が可能である場合には、他学科の日本留学経験

のある教員等の活用が必要となる。いずれにしろ、学部長等の意見も聞きつつカリキュラムを調
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整していくことが必要である。 

 日本語学科でいかに優秀な人材を少数精鋭で育てることができるかが今後のラオスの日本語教

育には重要であり、そのためには 1 年目は 13 名であったのが、2 年目には 26 名に増えた学生数

を 15 名以内とするよう大学側に働きかけつづける必要がある。 

 また、学部卒業後は国費の研究留学生として日本に留学し修士号を取得できるよう、国費留学

の枠が是非とも必要であることは大使館に依頼した。大使館によると日本語・日本文化研修留学

生も今年から始める由であり、このような国費の留学機会とともに大学間交流により日本語学科

の学生が日本に留学できるチャンスを増やしていくことが学生の学習意欲を増やし、日本語力を

あげるためにも必要である。 

 

ｷ 教養課程（SFS）との連携 

 教養課程（SFS）については、国費の学部留学は日本に留学後 1 年間の日本語教育を各大学の留

学生センターで実施しており留学前の日本語教育は必ずしも必要ではないこと、現在のシステム

では自分の専門の授業を休んでまで日本語教育を 300 時間近く受けその結果日本に留学できない

学生もいることから、日本留学が決まった後に 2 ヶ月程度集中的に日本語の準備教育を行うなど

他の方法にすべきと思われる。大使館の情報によると、文科省試験の合格者が 2005 年は減ってお

り、今後は日本留学の準備教育を行うより、文科省試験対策（英語、生物、歴史などラオス人学

生が弱い点やマークシートの書き方などの技術指導）が必要であり、日本留学のための日本語準

備教育はなくなる見込みとのことである。 

 

ｸ ラオス国日本語教育に対し LJC が果たす役割 

 ラオスの日本語教育は、1965 年から 10 年間青年海外協力隊により日本語教育がさかんに行わ

れていた後革命により途絶えていたものが、LJC や日本語学科の設立により新たな段階を迎えて

いる。日本語学科は今後のラオスの日本語教育の中核的な人物を育てる役割、一方で LJC は広く

日本語や日本文化をラオス人に知ってもらい、日本語教育や日本語との相互理解に携わっている

様々な機関の中心的な役割を果たす拠点として相互に連携協力していくことが必要である。その

際に LJC は日本語教育専門家が他の日本語教育機関の教師の相談に乗るアドバイザー的な役割を

果たし、日本語学校の教師養成をする等により人的に、またラオス人教員を謝金によって財政的

にも支える中心的な役割を担っていくことになろう。 

 道のりは容易ではなく、長期にわたる支援が必要であるが、少しずつラオス人による日本語教

育が行われるよう地道に日本側が支援していく必要がある。 

 

(4) コンピュータコース 

ｱ 受講者の基礎能力に応じた指導方法を取り入れる必要がある。 

受講者は、それぞれ異なったバックグラウンド（学生から政府職員等）をもち、コンピュータ

に関する知識や技術レベルも異なることから、学習し理解するスピードもまちまちである。従っ

て、それぞれ異なった学習速度に対応できるカリキュラムや教授法を検討することが重要である。 

また、「ワードやエクセルの使い方」といった定番コンテンツの加え、ニーズに応じた新しいカ
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リキュラムの開発検討も質の高いコースを維持する上で必要不可欠である。 

 

(5) 相互理解促進事業 

ｱ 対象者の多様化（日本人に対するラオス文化紹介の強化） 

相互理解促進事業の対象を多様化することが重要である。また、ラオス人に対する日本文化の

紹介のみならず、日本人に対するラオス文化の紹介を拡大することが重要である。日本人に対す

る魅力的な事業を検討する必要がある。 

 

ｲ 相互理解促進事業案件形成のシステム化（ニーズとリソースのマッチング） 

相互理解促進事業の対象が、ラオス国立大学学生に限定されている現状から脱するために、可

能な限り大学外の一般市民に対し参加を働きかけることで、受益者の多様化を図る。さらにフェ

ーズ 2 では、日本国内でラオスと交流を図りたいというニーズとラオス側のリソースをマッチン

グするため、相互理解促進分野の専門家を投入するとともに、日本国内の国際交流関連団体への

アクセスを有する JICA 国内センター並びに JICA 本部が連携を図り、日本からのスタディーツア

ー受入等の両国民間の相互理解を促進する機会を定期的に提供するシステムを構築することが望

まれる。また、LJC 内における相互理解促進活動のためのスペースが限られていることから、対

応も検討すべきである。 

 

ｳ ビジネス、日本語コースとの連携 

ビジネス分野や日本語教育分野に関連した相互理解促進活動についても、限られたリソースの

活用という観点から積極的に検討されるべきである。 

 

(6) 対外的な情報発信の強化（ホームページの定期更新等） 

LJC ニュースレター並びにホームページは、外部に対し英語と日本語の両方で、LJC に関する

情報を提供している。しかしながら、ホームページを管理する技術力をもったスタッフが不在の

ため定期的に情報をアップデートできていない。ホームページは主に日本を含むラオス国外に対

する情報発信のための重要なツールである。プロジェクト終了までに、LJC 内で広報用の情報を

集積する体制を構築するとともに、特にフェーズ 2 では、LJC のホームページを改善・アップデ

ートするための情報技術を有する日本人専門家の派遣が急務であり、同専門家は定期的にホーム

ページをアップデートすることができるように LJC スタッフに対し技術移転を行うことが求めら

れている。 

 

5-2 教訓 

(1) ビジネス、日本語コースでは、それぞれラオス語のテキスト教材が準備されており、テキス

ト教材自体が不足しているラオスにおいて、高い学習効果を実現している。 

 

(2) ビジネス、日本語コース共に、受講生対象のアンケート調査を通じて定期的にモニタリング

評価が行われ、教材や科目などコース内容の改善が図られている。 
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(3) プロジェクト設計当初から、ラオス国立大学経済経営学部支援と LJC が同一プロジェクトと

して設計され実施されている。当初設計どおり、LJC のビジネスコースの内レギュラーコース

は全て現地講師（経営学部教師陣）によって運営されており、日本人専門家は短期間の特別

セミナーや現地講師に対する能力向上の役割を担っている。 

 

(4) 本プロジェクトの協力期間内で達成することを前提に、プロジェクト開始当初に設定された

プロジェクト目標は、通常の技術協力プロジェクトで設定される協力期間（5 年間）で達成し

うるものではなく、上位目標との関連も曖昧であった。このため、プロジェクト活動の成果

がどれだけ目標達成に貢献したかを評価することは困難であった。特に、人材育成を活動の

主とするプロジェクトにおいては、各活動の定量的な指標設定を行い、達成状況を計る定量

的な情報収集を行なうことが重要である。 

 

5-3 今後の対応 

ラオス政府は、2004 年 6 月 1 日に本プロジェクトのフェーズ 2 として、2005 年 9 月から 5 年間

の協力を日本政府に要請しており、本調査団は本プロジェクトのフェーズ 2 としての協力継続の

必要性について確認し、同要請について日本側関係機関と積極的に検討することを約束した。 
ラオス政府の要請に基づき、本プロジェクト・フェーズ 2 の実施に際しては、ラオス側との協

議を深め、目標設定や活動計画に係る詳細を検討することとし、ラオス側と日本側は意見交換や

情報共有を継続していくこととした。 

以上 
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ate
ria

ls 
Ve

hic
le,

 M
icr

ob
us

, M
ain

ten
an

ce
, 

Bo
ok

s, 
etc

. 
 

6. 
Ce

nte
r s

taf
fs’

 sa
lar

y 
5 s

taf
fs 

(co
ur

se
 as

sis
tan

ts,
 en

gin
ee

r, d
riv

er
) 

[L
ao

 si
de

] 
 1. 

St
aff

 
9 c

ivi
l s

er
va

nt 
(C

/P
) 

15
 st

aff
s 

(se
cre

tar
y, 

tec
hn

ici
an

, g
ua

rd
, c

lea
ne

r, 
ga

rd
en

er
s, 

me
dia

 ro
om

 as
sis

tan
t, e

tc.
) 

 
2. 

La
nd

 
 

3. 
Ru

nn
ing

 co
sts

 
Ho

no
ra

riu
m 

Tr
an

sp
or

tat
ion

 
Co

mm
un

ica
tio

n 
El

ec
tric

ity
 

W
ate

r S
up

ply
 

Eq
uip

me
nt 

Of
fic

e S
up

ply
 

Ma
int

en
an

ce
 

 

Ou
tpu

t 4
: 

1. 
To

 co
nd

uc
t n

ee
d s

ur
ve

y o
n c

om
pu

ter
 co

ur
se

s 
2. 

To
 m

ak
e a

 de
sig

n o
f c

om
pu

ter
 co

ur
se

s 
3. 

To
 ad

ve
rtis

e a
nd

 se
lec

t p
ar

tic
ipa

nts
 

4. 
To

 im
ple

me
nt 

the
 co

ur
se

s 
5. 

To
 ev

alu
ate

 th
e c

ou
rse

s 
6. 

To
 de

ve
lop

 te
ac

hin
g m

ate
ria

ls 
 

 
 

[P
re

-c
on

di
tio

ns
] 

 Th
e C

en
ter

 w
ill 

be
 

co
ns

tru
cte

d b
y J

ap
an

es
e 

Gr
an

t 
 Po

lic
y o

f th
e g

ov
er

nm
en

t o
f 

La
o P

.D
.R

. fo
r m

ar
ke

t 



Ou
tpu

t 5
: 

1. 
To

 co
nd

uc
t n

ee
ds

 su
rve

y o
n c

ult
ur

al 
ex

ch
an

ge
 pr

og
ra

ms
 

2. 
To

 se
t u

p w
or

kin
g g

ro
up

 fo
r t

he
 pr

og
ra

ms
 

3. 
To

 m
ak

e a
n a

nn
ua

l im
ple

me
nta

tio
n p

lan
 an

d o
pe

ra
tio

na
l 

pla
n f

or
 th

e p
ro

gr
am

s 
4. 

To
 or

ga
niz

e J
ap

an
es

e c
ult

ur
al 

pr
og

ra
ms

 
5. 

To
 or

ga
niz

e L
ao

 cu
ltu

ra
l p

ro
gr

am
s 

6. 
To

 co
nd

uc
t p

ro
gr

am
s w

ith
 co

op
er

ati
ng

 or
ga

niz
ati

on
s 

7. 
To

 ev
alu

ate
 th

e p
ro

gr
am

s 
 Ou

tpu
t 6

: 
1. 

To
 es

tab
lis

h a
nd

 im
pr

ov
e m

ed
ia 

ro
om

 w
ith

 ne
ce

ss
ar

y 
fac

ilit
ies

 an
d e

qu
ipm

en
t 

2. 
To

 pr
ov

ide
 ne

ce
ss

ar
y i

nfo
rm

ati
on

 re
so

ur
ce

s i
n t

he
 C

en
ter

 
3. 

To
 bu

ild
 an

d r
en

ew
 w

eb
sit

e 
4. 

To
 pu

bli
sh

 an
d d

ist
rib

ute
 ne

ws
let

ter
s 

5. 
To

 pr
ov

ide
 m

ed
ia-

ro
om

 se
rvi

ce
s b

y a
de

qu
ate

 m
an

ag
em

en
t 

6. 
To

 ev
alu

ate
 m

ed
ia 

ro
om

 se
rvi

ce
s 

 Ou
tpu

t 7
: 

1. 
To

 co
nd

uc
t n

ee
ds

 su
rve

y o
n e

du
ca

tio
na

l a
cti

vit
ies

 
2. 

To
 m

ak
e m

on
thl

y s
ch

ed
ule

 fo
r f

ac
ilit

y p
ro

vid
ing

 se
rvi

ce
s 

3. 
To

 pr
ov

ide
 ro

om
s, 

fac
ilit

ies
 an

d e
qu

ipm
en

t fo
r o

the
r 

or
ga

niz
ati

on
s 

4. 
To

 ev
alu

ate
 th

e a
cti

vit
ies

 
 

or
ien

ted
 ec

on
om

y w
ill 

su
sta

in 
 Po

lic
y o

f N
UO

L f
or

 m
ar

ke
t 

or
ien

ted
 ec

on
om

y w
ill 

no
t 

be
 ch

an
ge

d 

 



1 

付
属
資
料

3 
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
調
査
結
果
表
：
 
ラ
オ
ス
日
本
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
評
価
調
査

 

5
項
目

 
評
価
設
問

 
そ
の
他

 
大
項
目

 
小
項
目

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
調
査
結
果

 

妥
当
性

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

目
指
す
効
果
は
、

ラ
オ
ス
国
の
国
家

政
策
等
に
合
致
し

て
い
る
か
。

 

 
・
国
家
開
発
計
画
に
お
け

る
市

場
経

済
化

に
寄

与

す
る

人
材

育
成

の
位

置

付
け
。

 
・
両
国
の
関
係
強
化
や
相

互
理
解
促
進
の
必
要
性

 

・
国
家
社
会
経
済
開
発
計
画

（
20

01
-2

00
5）

 
 
国
家
社
会
経
済
開
発
計
画
（

20
01

-2
00

5）
で
は
、
以
下
の
主
要
目
標
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

1)
治
安
と
政
治
の
安
定
を
図

る
、

2)
持
続
的
な
経
済
成
長
を
確
保
す
る
、

3)
20

05
年
ま
で
に
貧
困
を
半
減
さ
せ
る
、

4)
食
糧
安
全
保
障
を
達
成
す
る
、

5)
新
規
雇
用
機
会
を
創
出
し
、
焼
畑
耕
作
と
ケ
シ
栽
培
を
全
廃
す
る
、

6)
国
民
貯
蓄
率
を
向
上
さ
せ
る
、

7)
国
営
・
民
間
企
業

改
革
を
推
進
す
る
、

8)
全
分
野
に
お
け
る
人
材
開
発
を
促
進
す
る
、

9)
近
代
的
産
業
開
発
の
支
援
体
制
を
確
立
す
る
。

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
一
つ
は
、「

ラ
オ
ス
国
の
人
材
開
発
に
お
い
て
セ
ン
タ
ー
が
重
要
な
役
割
を
果
た
す
。」

で
あ
り
、

上
記
目
標
、
特
に

2)
と

8)
の
目
標
と
の
整
合
性
が
高
い
。
 

 
 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル

ー
プ
の
選
定
は
妥

当
で
あ
っ
た
か
。

ニ
ー
ズ
に
合
致
し

て
い
る
か
。

 

ラ
オ
ス
日
本
人
材

開
発

セ
ン

タ
ー

（
LJ

C
）

で
実

施

し
て
い
る
活
動
に

対
す
る
ニ
ー
ズ
は

高
い
か
。

 

・
研
修
コ
ー
ス
等
に
関
す

る
ニ
ー
ズ

 

・
関
係
者
の
認
識

 

・
研
修
コ
ー
ス
等
に
関
す
る

ニ
ー
ズ
デ
ー
タ
、
あ
る
い
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連
資
料
 

・
教
育
省
、
ラ
オ
ス
国
立
大

学
、
民
間
企
業
等
の
関
係
者

 
各
コ
ー
ス
の
内
容
は
、
受
講
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
分
析
を
基
に
改
善
が
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
常
に
コ

ー
ス
定
員
よ
り
多
い
申
込
者
数
が
あ
る
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
判
断
し
て
、
セ
ン
タ
ー
活
動
に
対
す
る
高
い
ニ
ー
ズ
が
あ
る

と
言
え
る
。

 

 
 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル

ー
プ
の
規
模
は
適

切
か
。（

研
修
コ
ー

ス
等
の
定
員
）

 

・
研
修
コ
ー
ス
等
へ
の
参

加
希

望
者

数
と

実
際

の

参
加
者
数

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
デ

ー
タ

 
・
教
育
省
及
び
ラ
オ
ス
国
立

大
学
幹
部
、

C/
P、

専
門
家

 

 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
受
講
者
数
は
、
基
礎
コ
ー
ス
と
上
級
コ
ー
ス
合
わ
せ
て
、
毎
回

10
0
人
以
上
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ

ま
で
に
、

11
回
の
コ
ー
ス
が
実
施
さ
れ
、
申
込
者
数
合
計
は

1,
70

1
人
で
、
実
際
に
は

1,
50

8
人
が
受
講
し
て
い
る
。
毎
回
、

定
員
以
上
の
申
込
者
数
が
あ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
判
断
し
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の

規
模
は
適
切
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 
日
本
語
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、

20
04

年
8
月
ま
で
は

1
年
コ
ー
ス
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
時
の
受
講
者
数
は
年
間
約

25
0

人
で
あ
っ
た
。
常
時
、
定
員
よ
り
も
多
い
申
込
者
が
い
る
。
実
際
、
ど
の
く
ら
い
日
本
語
学
習
の
需
要
が
あ
る
の
か
定
か
で

は
な
い
が
、
常
時
、
日
本
語
コ
ー
ス
の
定
員
よ
り
多
い
申
込
者
数
が
あ
る
と
い
う
状
況
か
ら
判
断
し
て
適
切
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト

グ
ル
ー
プ
の
規
模
を
持
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 

日
本
の
援
助
政
策

に
合
致
し
て
い
る

か
。

 

援
助
重
点
課
題
と

の
関
連
性
は
あ
る

か
。

 

・
我
が
国
の
ラ
オ
ス
国
に

対
す
る
援
助
重
点
分
野

 
ラ
オ
ス
国
別
援
助
計
画
（
外

務
省
）

 
 

4
つ
の
援
助
重
点
分
野
が
あ
る
。
そ
れ
は
、

1)
人
造
り
、

2）
BH

N
支
援
、

3)
農
林
業
、

4)
イ
ン
フ
ラ
整
備
で
あ
る
。
人
造

り
に
つ
い
て
は
、
市
場
経
済
化
促
進
、
行
政
強
化
、
農
業
開
発
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
な
ど
に
資
す
る
人
材
育
成
を
重
視
し
、
特

に
、
行
政
官
の
育
成
、
税
務
職
員
・
徴
税
官
吏
の
育
成
、
公
共
企
業
及
び
民
間
部
門
の
実
務
者
・
技
術
者
の
育
成
、
高
等
教

育
支
援
、
銀
行
・
金
融
部
門
に
お
け
る
人
材
育
成
を
重
点
的
に
行
う
方
針
を
有
す
る
。

 
 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
標
の
一
つ
は
、「

ラ
オ
ス
国
の
人
材
開
発
に
お
い
て
セ
ン
タ
ー
が
重
要
な
役
割
を
果
た
す
」
で
あ
り
、

上
位
目
標
の
一
つ
に
、「

ラ
オ
ス
国
の
社
会
経
済
開
発
が
加
速
化
す
る
」
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
援
助
重
点
分

野
と
の
関
連
性
は
高
く
、
日
本
の
援
助
政
策
に
合
致
し
て
い
る
と
言
え
る
。

 



2 

 
国
別
事
業
実
施
計

画
と
の
関
連
性
は

あ
る
か
。

 

・
高
等
教
育
、
市
場
経
済

化
支
援
の
位
置
付
け

 
国
別
事
業
実
施
計
画

(J
IC

A)
 
「
平
成

16
年
度
ラ
オ
ス
国
別
事
業
実
施
計
画
」
に
よ
る
と
。

JI
CA

は
、
中
期
的
に
取
り
組
む
べ
き
優
先
課
題
と
し
て
次

の
5
点
を
あ
げ
て
い
る
。
そ
れ
は
、

1)
行
政
の
質
と
能
力
の
向
上
、

2)
民
間
セ
ク
タ
ー
の
活
性
化
、

3)
公
平
で
健
康
な
社
会

の
形
成
、

4)
自
然
環
境
と
調
和
し
た
持
続
的
農
業
・
農
村
開
発
、

5)
イ
ン
フ
ラ
整
備
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
、
で
あ
る
。

 
 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
優
先
課
題
の
一
つ
で
あ
る
「
民
間
セ
ク
タ
ー
の
活
性
化
」、

特
に
民
間
企
業
の
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
一
環
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
関
連
性
は
高
い
。

 
  

評
価
設
問

 
5
項
目

 
大
項
目

 
小
項
目

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
調
査
結
果

 

有
効
性

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
達

成
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 

 
（
報
告
書
本
文
に
記
載
）

 

 
セ

ン
タ

ー
が

実
施

す
る

各
種

コ
ー

ス
へ

の
申

込

者
数
は
、
適
切
か
、
増
加

し
て
い
る
か
。

 

・
各
コ
ー
ス
の
定
員
と

実
際
の
申
込
者
数

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

（
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結

果
）

 
・

ラ
オ

ス
国

立
大

学
幹

部
、

C/
P、

専
門
家

 

各
コ
ー
ス
へ
の
申
込
者
数
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
• 

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
：

 1
,7

01
 人

（
20

05
年

1
月
現
在
）

 
• 

日
本
語
コ
ー
ス
：

 2
,3

45
人

 (
20

04
年

9
月
現
在

) 
• 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
：
 
約

1,
00

0
人
／
年

 
PD

M
に
は
目
標
値
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
の
で
数
値
的
に
達
成
度
を
判
断
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
か
な
り
多
く
の

人
が
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
、
日
本
語
コ
ー
ス
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
に
申
し
込
ん
で
い
る
と
思
わ
れ
、
こ
の
数
値
実
績
は
、

満
足
で
き
る
も
の
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
。

 
 

コ
ー

ス
参

加
者

に
よ

る

満
足
度
は
高
い
か
。

 
・
コ
ー
ス
参
加
者
の
満

足
度

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

・
C/

P、
専
門
家

 
(1

) 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス

 
評
価
調
査
団
メ
ン
バ
ー
が
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
並
び
に
受
講
者
の
上
司
に
行
っ
た
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（

2
つ
の

政
府
機
関
と

2
つ
の
企
業
を
対
象
に
実
施
）
結
果
か
ら
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
が
仕
事
を
改
善
す
る
上
で
役
立
っ
て
い
る

と
の
評
価
が
得
ら
れ
た
。

 
(2

) 
日
本
コ
ー
ス

 
 
日
本
語
コ
ー
ス
受
講
者
で
、
病
院
に
勤
務
し
て
い
る
人
と
同
病
院
の

JI
CA

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
日
本
人
専
門
家
の
ア
シ

ス
タ
ン
ト
と
し
て
働
い
て
い
る
人
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
し
た
。
両
者
と
も
日
本
語
コ
ー
ス
を
高
く
評
価
し
て
い
た
。
両
者
と

も
基
礎
レ
ベ
ル
か
ら
受
講
し
、
現
在
は
中
級
コ
ー
ス
で
学
ん
で
い
る
。

 
(3

) 
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス

 
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
を
受
講
し
た
情
報
文
化
省
の
職
員
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
行
っ
た
。
受
講
者
か
ら
は
、
ワ
ー
ド
や

エ
ク
セ
ル
を
学
習
し
た
後
は
、
仕
事
の
効
率
が
改
善
し
た
と
評
価
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
講
師
の
教
え
る
ス
ピ
ー
ド
が
速

い
点
に
つ
い
て
の
指
摘
が
あ
っ
た
。

 
 

1. 
ラ

オ
ス

国
の

人

材
開
発
に
お
い
て
セ

ン
タ
ー
が
重
要
な
役

割
を
果
た
し
て
い
る

か
。

 

ビ
ジ

ネ
ス

社
会

に
お

け

る
評
判
は
高
い
か
。

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
参
加
者
が
所
属
す
る
民

間
企
業
等
で
の
評
判

 
 
職
員
を
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
派
遣
し
た
官
庁
や
企
業
で
の
評
判
は
極
め
て
高
い
。

 



3 

 
ラ

オ
ス

国
民

に
よ

る
セ

ン
タ

ー
の

評
判

は
高

い

か
。

 

・
ラ
オ
ス
国
民
の
評
判

・
ラ
オ
ス
国
民

 
コ
ー
ス
受
講
者
数
や
各
種
活
動
へ
の
参
加
者
数
が
か
な
り
大
き
い
人
数
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
参
加
者
が
高
い
満
足
を

得
て
い
る
こ
と
と
考
慮
す
る
と
、
ラ
オ
ス
国
民
に
よ
る
セ
ン
タ
ー
の
評
判
は
良
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。

 

 
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
満

足
度
は
高
い
か
。

 
・
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の

満
足
度

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

・
C/

P、
専
門
家

 
毎
日
、
セ
ン
タ
ー
の
図
書
館
、
メ
デ
ィ
ア
ル
ー
ム
、
学
習
室
を
多
く
の
利
用
者
が
訪
れ
て
い
る
。
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

に
よ
る
と
、
利
用
者
は
セ
ン
タ
ー
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
良
い
も
の
で
あ
る
と
評
価
し
て
い
る
。

 

 

2. 
セ
ン
タ
ー
が
、
両

国
国
民
の
相
互
理
解

を
促
進
す
る
。

 

セ
ン

タ
ー

の
ニ

ュ
ー

ズ

レ
タ

ー
の

印
刷

数
と

配

布
先
数
は
、
適
切
か
。
内

容
に

対
す

る
評

判
は

良

い
か
。

 

・
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
発

行
回
数
、
発
行
部
数
、

配
布
先

 
・
内
容
に
関
す
る
関
係

者
の
意
見
、

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

（
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結

果
）

 
・
配
布
先
関
係
者
、

C/
P、

専
門
家

 

こ
れ
ま
で
に
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
は
、

4
回
発
行
さ
れ
て
い
る
。（

第
1
回
目
は
、

20
03

年
9
月
、

2
回
目
は

20
04

年
1

月
、

3
回
目
は

20
04

年
4
月
、

4
回
目
は

20
05

年
1
月
）
 
印
刷
部
数
は
、
英
語
版
が

58
部
、
ラ
オ
ス
語
版
が

88
部

で
あ
る
。
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
は
、
ラ
オ
ス
の
省
庁

13
機
関
、

12
カ
所
の
国
内
機
関
あ
る
い
は
国
際
機
関
事
務
所
、

36
の

ラ
オ
ス
国
立
大
学
内
の
部
署
、
日
本
関
連
機
関
（
日
本
大
使
館
と

JI
CA

）
に
配
布
さ
れ
て
い
る
。

 

 
C/

P
の

能
力

向
上

は
貢

献
し
て
い
る
か
。
各
コ
ー

ス
を

円
滑

に
実

施
し

て

い
る
か
。

 

・
技
術
移
転
を
受
け
た

C/
P
の
人
数
と
割
合
、

能
力
向
上
度

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

・
C/

P、
専
門
家

 
 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
、
日
本
語
コ
ー
ス
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
と
も
に
、
円
滑
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
の
講
師
は
、
経
済
経
営
学
部
の
教
員
が
務
め
て
お
り
、
経
済
経
営
学
部
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
良
好
な
協
力
が
貢
献

し
て
い
る
。
日
本
五
個
―
市
に
つ
い
て
は
、
日
本
人
専
門
家
や
ラ
オ
ス
在
住
の
日
本
人
が
主
た
る
講
師
を
務
め
て
い
る
。

3
名
の
ラ
オ
ス
人
教
師
も
基
礎
コ
ー
ス
の
一
部
で
講
師
を
担
当
し
て
い
る
。
こ
の

3
人
の
う
ち
、

2
名
が
日
本
で

10
ヶ
月
間

の
研
修
を
受
講
し
、
ま
た
セ
ン
タ
ー
の
日
本
語
コ
ー
ス
の
中
級
レ
ベ
ル
を
受
講
す
る
こ
と
で
日
本
語
能
力
の
向
上
を
図
っ

て
い
る
。
基
礎
レ
ベ
ル
の
す
べ
て
に
つ
い
て
講
師
を
担
当
で
き
る
よ
う
に
な
る
に
は
、
さ
ら
に
能
力
向
上
が
必
要
と
さ
れ

て
い
る
。
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
公
務
員
向
け
の
コ
ー
ス
で
は
、
ラ
オ
ス
国
立
大
学
の
数
学
科
の
教
員
が

講
師
を
務
め
て
い
る
。
公
務
員
向
け
の
コ
ー
ス
で
は
、
年
齢
や
理
解
度
に
ば
ら
つ
き
が
あ
る
の
で
、
受
講
者
の
学
習
ス
ピ

ー
ド
に
応
じ
た
指
導
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達

成
に
貢
献
し
て
い
る

か
。

 

適
切

に
施

設
や

機
材

が

活
用
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・
使
用
さ
れ
て
い
る
機

材
等

の
種

類
と

活
用

度
 

・
C/

P、
専
門
家

 
 
適
切
に
活
動
さ
れ
て
い
る
。

 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

以
外

に

貢
献

し
た

要
因

は
あ

る

か
。

 

・
関
係
者
の
意
見

 
・
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
情

報
 

・
C/

P、
専
門
家

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報

告
書

 

 
特
に
な
し

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

達
成
を
阻
害
し
た
要

因
は
あ
る
か
。

 

C/
P
の
移
動
・
離
職
に
よ

る
影
響
は
あ
っ
た
か
。

 
・
離
職
率
、
離
職
理
由

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録

・
C/

P、
専
門
家

 
 
終
了
時
評
価
時
点
で
は
、

9
名
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
（
公
務
員
）
と

27
名
の
セ
ン
タ
ー
雇
用
の
ス
タ
ッ
フ
が
勤
務
し

て
い
る
。
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
つ
い
て
は
、
離
職
や
異
動
は
な
く
、
し
た
が
っ
て
、
阻
害
要
因
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

た
だ
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
か
ら
し
ば
ら
く
の
間
は
、
ラ
オ
ス
側
責
任
者
は
セ
ン
タ
ー
に
常
駐
し
て
お
ら
ず
、
ま
た
、

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
人
数
も
十
分
で
な
か
っ
た
こ
と
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
上
の
阻
害
要
因
と
し
て
あ
っ
た
。
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活

動
に

見
合

っ
た

適
切

な
予

算
が

確
保

で
き

て

い
る
か
。

 

・
各
年
度
の

LJ
C

予

算
 

・
関
係
者
の
意
見

 

・
LJ

C
の
デ
ー
タ

 
・

C/
P、

専
門
家

 
 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
特
質
性
か
ら
、
予
算
の
ほ
と
ん
ど
が
日
本
側
か
ら
支
出
さ
れ
て
い
る
。
ラ
オ
ス
側
の
負
担
は
、
公

務
員

9
名
の
人
件
費
と
光
熱
費
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
前
半
は
、
ほ
ぼ
日
本
側
の
支
出
が
種
で
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

後
半
に
は
、
各
コ
ー
ス
の
授
業
料
収
入
を
セ
ン
タ
ー
職
員
人
件
費
や
運
営
予
算
に
あ
て
る
よ
う
に
な
っ
た
。
た
だ
し
、
独

立
採
算
が
と
れ
る
ほ
ど
の
収
入
で
は
な
い
。

 
 
活
動
に
見
合
っ
た
予
算
は
、
確
保
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
が
、
こ
れ
は
日
本
側
の
予
算
支
出
が
前
提
と
し
て
の
こ
と
で

あ
る
。

 
 

そ
の

他
の

影
響

は
あ

る

か
。

 
関
係
者
の
意
見

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報

告
書

 
・

C/
P、

専
門
家

 

 
ラ
オ
ス
側
関
係
者
の
意
見
と
し
て
は
、
ラ
オ
ス
側
の
職
員
の
経
験
が
ま
だ
十
分
で
な
い
こ
と
や
ラ
オ
ス
と
日
本
の
マ
ネ

ー
ジ
メ
ン
ト
様
式
が
こ
と
な
る
こ
と
、
文
化
が
異
な
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
た
。

 
一
方
、
日
本
側
関
係
者
の
意
見
で
は
、
セ
ン
タ
ー
が
ヴ
ィ
エ
ン
チ
ャ
ン
市
の
中
心
か
ら

20
分
以
上
離
れ
て
い
る
こ
と
で

一
般
の
人
の
利
用
が
制
約
さ
れ
る
こ
と
、

PD
M

が
活
用
さ
れ
ず
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
十
分
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
、
ラ
オ

ス
側
と
日
本
側
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足
、
が
あ
げ
ら
れ
た
。

 
  

評
価
設
問

 
5
項
目

 
大
項
目

 
小
項
目

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
調
査
結
果

 

効
率
性

 
専
門
家
派
遣
人
数
、
専
門

分
野

・
能

力
、

派
遣

時

期
・
期
間
は
適
切
か
。

 

・
派
遣
実
績

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
・

C/
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査
結
果
か
ら
は
、
日
本
人
専
門
家
の
派
遣
は
、
ほ
ぼ
適
切
で
あ
っ
た
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
ビ
ジ

ネ
ス
コ
ー
ス
に
お
け
る
短
期
専
門
家
の
派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、
同
じ
時
期
に
複
数
の
専
門
家
が
派
遣
さ
れ
る

と
い
っ
た
、
派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ
の
面
で
の
改
善
の
要
望
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
相
互
理
解
促
進
や
広
報
に
関
す
る
専
門
家

の
派
遣
の
必
要
性
の
指
摘
も
あ
っ
た
。

 
 

達
成
さ
れ
た
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
か
ら
み
て
、

投
入
の
質
・
量
・
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

切

か
。

 
供
与
機
材
の
種
類
、
量
、

設
置
時
期
は
適
切
か
。

 
・
機
材
供
与
実
績

 
・
機
材
利
用
状
況

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
・
機
材
利
用
管
理
状
況
表

・
C/

P、
専
門
家

 

 
種
類
、
量
、
設
置
時
期
と
も
に
、
適
切
と
す
る
意
見
が
大
半
で
あ
る
。
機
材
の
利
用
状
況
も
良
好
で
あ
る
。
な
お
日
本

側
は
、

23
種
類
の
機
器
類
を
供
与
し
た
。
そ
の
資
機
材
調
達
に
要
し
た
費
用
は
、

1,
75

4
万
円
で
あ
る
。（

機
材
リ
ス
ト
は

ミ
ニ
ッ
ツ
の

An
ne

x 
3.

4
参
照
の
こ
と
）

 
 

 
研
修
員
受
け
入
れ
人
数
、

研
修
内
容
、
研
修
期
間
、

受
け

入
れ

時
期

は
適

切

か
。

 

・
研
修
員
受
け
入
れ
実

績
 

・
関
係
者
の
意
見

 

・
研
修
員
受
入
実
績
表

 
・

C/
P、

専
門
家

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

3
名
が
日
本
で
の
研
修
を
受
け
た
。
研
修
内
容
は
、
業
務
関
連
分
野
で

1
名
、
日
本
語
研
修
が
２

名
で
あ
る
。
ま
た
、
図
書
館
担
当
者

1
名
が
タ
イ
で
、
司
書
に
関
す
る
研
修
を
受
け
た
。
こ
の
他
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

研
修
と
は
別
に
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

4
名
が
日
本
で
の
ス
タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー
あ
る
い
は
研
修
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
た
。

(詳
細
は
ミ
ニ
ッ
ツ
の

An
ne

x 
3.

2
参
照
の
こ
と

) 
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
と
日
本
語
コ
ー
ス
か
ら
成
績
優
秀
者
を
選
定
し
て
、
日
本
で
の
ス

タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー
に
送
っ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
に
計

15
名
の
コ
ー
ス
受
講
者
が
ス
タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー
に
参
加
し
た
。
コ
ー

ス
別
人
数
は
、
日
本
語
コ
ー
ス
受
講
者
が

10
名
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
が

5
名
で
あ
る
。

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
へ
の
質
問
票
調
査
結
果
で
は
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
研
修
の
人
数
が
少
な
い
こ
と
、
日
本
語
コ
ー

ス
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
へ
の
研
修
開
始
が
遅
い
時
期
に
始
ま
っ
た
こ
と
、
日
本
語
コ
ー
ス
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
だ
け
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が
日
本
で
の
研
修
を
受
け
て
い
る
、
と
い
っ
た
意
見
が
あ
っ
た
。

 
 

 
C/

P
や
教
員
の
人
数
、
配

置
時

期
、

能
力

は
適

切

か
。

 

・
C/

P
配
置
状
況

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P
の
配
置
実
績
表

 
・

C/
P、

専
門
家

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
し
て

9
名
の
配
置
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の

9
名
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
、
公
務
員
で
あ
る
。

(詳
細
は
ミ
ニ
ッ
ツ
の

An
ne

x 
3.

6
参
照
の
こ
と

) 
こ
の
他
に
、
セ
ン
タ
ー
が
雇
用
し
て
い
る
ス
タ
ッ
フ
が

27
名
い
る
。
こ

れ
に
は
、
秘
書
、
メ
デ
ィ
ア
ル
ー
ム
ア
シ
ス
タ
ン
ト
、
警
備
員
、
清
掃
婦
な
ど
の
人
員
を
含
む
。

 
当
初
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置
に
遅
れ
が
あ
っ
た
も
の
の
、
現
在
で
は
、
ほ
ぼ
適
切
な
人
数
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
と
セ
ン
タ
ー
職
員
が
配
置
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
能
力
的
に
も
ほ
ぼ
適
切
と
す
る
意
見
が
多
い
。
一
方

で
、
セ
ン
タ
ー
職
員
の
能
力
向
上
の
必
要
性
も
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

 
 

 
建
物
・
施
設
の
質
、
規
模
、

利
便
性
は
適
切
か
。

 
・
建
物
、
施
設
の
現
状

・
関
係
者
の
意
見

 
・
施
設
・
機
材
配
置
状
況

・
C/

P、
専
門
家

 
 
セ
ン
タ
ー
の
建
物
は
、
わ
が
国
の
無
償
資
金
協
力
に
よ
っ
て
建
設
さ
れ
た
も
の
で
、
良
好
な
状
態
に
あ
る
。
質
・
規
模

と
も
に
適
切
と
す
る
意
見
が
多
い
。
な
お
、
教
室
不
足
の
た
め
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
日
本
語
コ
ー
ス
用
の
建
物
を
建
設

し
て
い
る
。
ま
た
、
利
用
者
の
利
便
性
を
高
め
る
た
め
、
追
加
の
駐
車
場
も
作
ら
れ
た
。

 
 

 
ラ

オ
ス

側
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

予
算

は
適

切
な

規

模
か
。

 

・
相
手
側
コ
ス
ト
負
担

実
績

 
・
関
係
者
の
意
見

 

・
コ
ス
ト
負
担
実
績
デ
ー

タ
 

・
C/

P、
専
門
家

 

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
人
件
費
デ
ー
タ
に
つ
い
て
の
デ
ー
タ
が
一
部
得
ら
れ
た
。
光
熱
費
に
つ
い
て
の
デ
ー
タ
は
得
ら

れ
な
か
っ
た
。
相
手
側
コ
ス
ト
負
担
実
績
を
下
表
に
示
す
。

 
 

20
00

20
01

20
02

 
20

03
 

20
04

 
計

 
ｶｳ
ﾝﾀ
ｰﾊ
ﾟｰ
ﾄ人

件
費

 
n.

a.
n.

a.
 

11
,1

65
,3

20
20

,6
41

,2
64

35
,0

27
,9

36
66

,8
34

,5
20

 
光
熱
費

 
n.

a.
n.

a.
 

n.
a.

 
n.

a.
 

n.
a.

 
n.

a.
 

注
：
 

n.
a.
＝
ﾃﾞ
ｰﾀ
無
し

 
20

02
年
の
デ
ー
タ
は
、

5
月
か
ら

12
月
ま
で
の
も
の

 
セ
ン
タ
ー
雇
用
ス
タ
ッ
フ
（

27
名
）
の
人
件
費
や
消
耗
品
等
の
費
用
は
、
セ
ン
タ
ー
収
入
で
賄
わ
れ
て
い
る
。

 
 

 
C/
P
の
能
力
向
上
が
貢
献

し
て
い
る
か
。
 

・
C/

P、
専
門
家
の
意

見
 

・
C/

P、
専
門
家

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
や
セ
ン
タ
ー
職
員
の
能
力
向
上
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
効
率
的
に
進
め
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い

る
が
、
組
織
の
自
立
発
展
性
を
確
保
す
る
に
は
、
さ
ら
に
能
力
向
上
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

 
 

合
同
調
整
委
員
会
は
、
適

切
に
機
能
し
た
か
。

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報

告
書
等

 
・

C/
P、

専
門
家

 

日
本
人
専
門
家
も
、
ラ
オ
ス
側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
も
、
機
能
し
て
い
る
と
す
る
意
見
が
多
い
。

20
03

年
3
月
以
降
、

年
に

1
回
程
度
の
開
催
で
あ
り
、
昨
年

3
月
に
開
催
さ
れ
て
概
ね
合
意
の
得
ら
れ
た

M
/D

も
最
近
に
な
っ
て
や
っ
と
締
結

さ
れ
る
予
定
で
あ
り
、
形
式
的
な
も
の
に
な
っ
て
い
る
面
も
あ
る
。

 
合
同
調
整
員
会
は
、
中
間
評
価
時
と
運
営
指
導
調
査
団
派
遣
時
に
合
わ
せ
て
、

2
回
実
施
さ
れ
、
そ
の
後
、

20
04

年
10

月
に
第

3
回
目
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
 
実
施
の
頻
度
は
改
善
さ
れ
て
い
る
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ

ー
ジ
メ
ン
ト
は
適
切

で
あ
っ
た
か
。

 

月
例

会
議

あ
る

い
は

毎

週
の
会
議
は
、
適
切
に
機

能
し
た
か
。

 

・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P
や
教
員
、
専
門
家

ラ
オ
ス
側
は
、
月
例
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
と
毎
週
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
は
、
機
能

し
て
い
る
と
の
意
見
が
多
い
。
 
日
本
人
専
門
家
間
で
は
、
月
例
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
良
く
機
能
し
て

い
る
と
す
る
意
見
と
あ
ま
り
役
立
っ
て
い
な
い
と
す
る
意
見
に
分
か
れ
て
い
る
。
情
報
共
有
の
意
味
は
あ
る
が
、
問
題
解

決
に
な
っ
て
い
な
い
と
す
る
意
見
が
あ
る
。
 
な
お
、
ラ
オ
ス
側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
日
本
人
専
門
家
の
合
同
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ
が
月

1
回
開
催
さ
れ
る
規
定
と
な
っ
て
い
る
が
、
都
合
に
よ
っ
て
は
開
催
さ
れ
な
い
場
合
が
あ
る
。

 
 

 
ラ

オ
ス

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ
プ
（
当
事
者
意
識
）

・
関
係
者
の
意
見

 
・

ラ
オ

ス
国

立
大

学
幹

部
、

C/
P、

専
門
家

 
 
ラ
オ
ス
国
立
大
学
側
は
、
本
セ
ン
タ
ー
の
活
動
を
高
く
評
価
し
て
い
る
。
ま
た
、
ラ
オ
ス
側
関
係
者
の
中
に
は
、
今
後

の
活
動
に
つ
い
て
の
ア
イ
デ
ア
を
有
し
て
い
る
人
も
い
る
。
 
昨
年
か
ら
始
ま
っ
た
、
ラ
オ
ス
の
伝
統
文
化
を
ラ
オ
ス
の
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は
高
い
か
。

 
若
い
世
代
に
伝
え
る
活
動
は
、
ラ
オ
ス
側
の
ア
イ
デ
ア
で
始
ま
っ
て
い
る
。
そ
う
い
っ
た
意
味
で
、
ラ
オ
ス
側
に
は
、
あ

る
程
度
の
当
事
者
意
識
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
 

 
本
セ
ン
タ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
特
質
、
す
な
わ
ち
、
日
本
側
の
長
期
に
わ
た
る
継
続
的
関
与
が
暗
黙
の
前
提
と
し
て
始

ま
っ
た
と
い
う
点
が
あ
り
、
ま
た
、
最
近
は
、
未
来
永
劫
に
同
じ
形
態
の
協
力
を
続
け
る
と
い
う
こ
と
で
な
く
、
あ
る
年

数
を
経
た
後
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
関
与
の
形
態
を
変
え
る
と
す
る
意
見
が
、
日
本
側
に
あ
る
。

 
日
本
側
関
与
の
長
期
的
方
針
を
明
確
に
し
た
上
で
、
ラ
オ
ス
側
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
高
め
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

 
 

 
JI

CA
事
務
所
と

JI
CA

本
部

と
の

情
報

共
有

や

意
見

交
換

が
適

切
に

行

わ
れ
た
か
。

 

・
関
係
者
の
意
見

 
・
専
門
家
、

JI
CA

事
務

所
と

JI
CA

本
部
の
担

当
職
員

 

 
日
本
人
専
門
家
か
ら

JI
CA

事
務
所
へ
の
月
例
報
告
が
行
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

JI
CA

事
務
所
の
ス
タ
ッ
フ
が
、
セ
ン

タ
ー
を
訪
れ
て
話
を
聞
く
機
会
も
設
け
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
側
と

JI
CA

事
務
所
と
の
情
報
共
有
は
図
ら
れ
て
い
る

よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。

 

 
 

C/
P

と
専

門
家

と
の

間

の
意
志
疎
通
、
協
働
状
況

は
改
善
さ
れ
て
い
る
か
。

 

・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P、

専
門
家

 
ラ
オ
ス
側
に
は
、
運
営
面
で
の
良
い
協
力
関
係
が
あ
る
と
す
る
意
見
が
あ
る
一
方
、
文
化
的
障
壁
や
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
・

ス
タ
イ
ル
が
異
な
る
と
す
る
意
見
も
あ
る
。

 

 
効
率
性
を
阻
害
し
た

要
因
は
あ
る
か
。

 
C/

P
の
定
着
度
は
、
良
好

か
。

 
・

C/
P
や
教
員
の
当
初

の
配

置
と

現
状

と
の

比
較

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報

告
書
、
そ
の
他
資
料

 
離
職
者
や
移
動
し
た
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
い
な
い
。
定
着
度
は
良
好
で
あ
る
。

 

 
 

そ
の

他
の

要
因

は
あ

る

か
。

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P、

専
門
家

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
上
げ
る
う
え
で
は
、
特
に
明
確
な
目
立
っ
た
阻
害
要
因
と
な
っ
て
い
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、

ラ
オ
ス
側
と
日
本
側
と
の
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
必
ず
し
も
十
分
で
な
い
部
分
が
あ
る
こ
と
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営
上
の
阻
害
要
因
で
あ
ろ
う
。

 
  

評
価
設
問

 
5
項
目

 
大
項
目

 
小
項
目

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
調
査
結
果

 

イ
ン

パ

ク
ト

 
 

上
位
目
標
「
①
ラ
オ
ス

国
の

社
会

経
済

開
発

が
加
速
化
す
る
。
②
ラ

オ
ス

国
民

と
日

本
と

の
関

係
が

強
化

さ
れ

る
。
」
が
達
成
さ
れ
る

見
込
み
は
あ
る
か
。

 

コ
ー

ス
等

を
受

講
し

た
こ

と
が

、
ど

の
程

度
、
ラ
オ
ス
国
の
社
会

経
済

開
発

へ
貢

献
に

結
び
つ
く
か
。
（
見
通

し
）

 

・
関
係
者
か
ら
の
情
報

・
民
間
企
業
、
政
府
機

関
、

C/
P、

専
門
家

 
 
政
府
職
員
や
民
間
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
を
対
象
に
実
施
し
て
い
る
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
に
よ
り
、
セ
ン
タ
ー
は
ビ
ジ
ネ
ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
知
識
技
能
を
提
供
し
て
い
る
。
そ
の
知
識
技
能
は
効
率
的
な
経
営
を
行
う
上
で
有
益
な
も
の
で
あ

る
。
効
率
的
な
経
営
は
、
市
場
経
済
に
お
け
て
競
争
力
を
確
保
す
る
上
で
重
要
で
あ
る
。

 
 
そ
う
で
は
あ
る
が
、
コ
ー
ス
を
受
講
し
た
こ
と
と
が
、
ラ
オ
ス
国
の
社
会
経
済
開
発
に
結
び
つ
く
こ
と
と
の
間
に
は
、
か

な
り
多
く
の
段
階
が
あ
る
。
ま
た
、
社
会
経
済
発
展
に
必
要
な
条
件
は
他
に
も
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
容
易
に
は
、
貢
献
度

を
見
通
す
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
は
、
公
務
員
と
民
間
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
両
方
を
対
象
に
実
施
さ
れ

て
い
る
の
で
、
官
民
両
方
か
ら
、
社
会
経
済
開
発
に
貢
献
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
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ラ

オ
ス

国
民

と
日

本

と
の

関
係

が
強

化
さ

れ
る
か
。（

見
通
し
）

 

・
関
係
者
か
ら
の
情
報

・
民
間
企
業
、
政
府
機

関
、

C/
P、

専
門
家

 
両
国
の
関
係
強
化
の
目
標
を
ど
こ
に
お
く
の
か
明
確
に
な
っ
て
い
な
い
の
で
、
将
来
を
見
通
す
こ
と
も
容
易
で
は
な
い
が
、

こ
れ
ま
で
の
相
互
理
解
促
進
事
業
で
は
、
参
加
者
の
大
半
が
学
生
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
判
断
す
る
と
、
長
期
的
に
は
、
そ
れ

ら
の
学
生
が
日
本
へ
の
親
近
感
を
持
つ
よ
う
に
な
る
こ
と
で
、
両
国
の
関
係
強
化
に
役
立
つ
で
あ
ろ
う
が
、
ラ
オ
ス
国
民
全

般
を
対
象
と
考
え
る
と
範
囲
は
狭
い
。

 
 

そ
の

他
の

波
及

効
果

は
あ
る
か
。

 
 

そ
の

他
の

影
響

（
正

負
）
は
あ
る
か
。

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
民
間
企
業
、
政
府
機

関
、

C/
P、

専
門
家

 
(1

) 
技
術
カ
レ
ッ
ジ
の
教
員
の
た
め
の
研
修
コ
ー
ス

 
 
技
術
カ
レ
ッ
ジ
に
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
セ
ン
タ
ー
は
、
こ
れ
ま
で
に

4
回
、
技
術
カ
レ
ッ
ジ
の

教
員
を
対
象
と
し
た
特
別
研
修
を
実
施
し
て
い
る
。
研
修
科
目
に
は
、
生
産
管
理
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
企
業
財
務
、
経
営

戦
略
、
国
際
貿
易
が
あ
る
。
計

76
名
の
教
員
が
、
こ
の
特
別
研
修
を
受
講
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
技
術
カ
レ
ッ
ジ

教
員
の
能
力
が
向
上
し
、
技
術
カ
レ
ッ
ジ
の
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
質
的
向
上
に
寄
与
し
て
い
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

 
 (2

) 
 銀

行
職
員
対
象
の
研
修
コ
ー
ス

 
 

JI
CA

-N
ET

利
用
の
研
修
の
一
つ
と
し
て
、
ラ
オ
ス
の
銀
行
職
員
を
対
象
と
し
た
特
別
研
修
が

1
回
実
施
さ
れ
た
。
主
た

る
テ
ー
マ
は
、「

起
業
支
援
」
と
「
財
務
分
析
」
で
あ
る
。
ラ
オ
ス
中
央
銀
行
を
初
め
、
国
際
貿
易
銀
行
、
農
業
振
興
銀
行
、

ラ
オ
ス
開
発
銀
行
か
ら
計

40
名
の
職
員
が
参
加
し
た
。（

な
お
、
こ
れ
ら
の
銀
行
は
す
べ
て
国
営
銀
行
で
あ
る
。）

こ
の
研
修

を
通
じ
て
得
ら
れ
た
知
識
が
活
用
さ
れ
、
よ
り
よ
い
銀
行
サ
ー
ビ
ス
を
民
間
企
業
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
。

 
 (3

) 
 日

本
語
教
材

 
 
外
国
語
を
学
ぶ
こ
と
は
異
な
る
文
化
的
背
景
を
持
つ
国
ど
お
し
が
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
る
た
め
の
基
礎
で
あ
る
。

セ
ン
タ
ー
の
活
動
か
ら
も
た
ら
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
の
一
つ
は
、
日
本
語
教
育
の
需
要
が
増
加
し
た
こ
と
に
あ
る
と
言
え
る
。

セ
ン
タ
ー
が
実
施
し
て
い
る
日
本
語
コ
ー
ス
に
は
、
い
つ
も
定
員
よ
り
多
い
申
込
み
が
あ
る
。
さ
ら
に
重
要
な
こ
と
は
、
セ

ン
タ
ー
が
ラ
オ
ス
語
で
書
か
れ
た
教
科
書
を
提
供
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
基
礎
レ
ベ
ル
の
日
本
語
コ
ー
ス
用
に

3
種
類
の

テ
キ
ス
ト
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。

1
冊
は
教
科
書
で
、
そ
の
他
の

2
冊
は
文
法
書
で
あ
る
。

 
 
こ
れ
ら
の
教
材
は
、
セ
ン
タ
ー
で
販
売
さ
れ
て
い
る
。
比
較
的
廉
価
な
価
格
で
提
供
さ
れ
て
お
り
ヴ
ィ
エ
ン
チ
ャ
ン
市
内

の
日
本
語
学
校
で
も
利
用
さ
れ
て
い
る
。
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評
価
設
問

 
5
項
目

 
大
項
目

 
小
項
目

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
調
査
結
果

 

ラ
オ

ス
国

の
社

会
経

済

開
発

及
び

市
場

経
済

化

に
資

す
る

人
材

育
成

に

お
け
る

LJ
C

の
位
置
づ

け
は
明
確
か
。

 

 
・
教
育
省
及
び
ラ
オ
ス

大
学
に
よ
る
支
援
（
政

策
面
や
財
政
面
）
の
継

続
性

 

・
教
育
省
幹
部
、
ラ
オ

ス
大
学
幹
部
、

C/
P、

専
門
家

 

 
市
場
経
済
化
に
対
応
す
る
こ
と
は
、
政
府
の
重
要
政
策
の
一
つ
で
あ
り
、
そ
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
が
、
民
間
企
業
関
係
者

や
政
府
機
関
に
良
く
認
識
さ
れ
て
、
高
い
評
価
を
得
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
セ
ン
タ
ー
（

LJ
C）

に
お
け
る
人
材
育
成

の
重
要
性
に
つ
い
て
の
理
解
を
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

 

自
立

発

展
性

 
（

見
込

み
）

 

教
育

省
あ

る
い

は
ラ

オ

ス
大
学
内
で
、
本
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

ど
う

位
置

付

け
ら
れ
て
い
る
か
。

 

 
・
関
係
者
の
認
識
・
意

見
 

・
教
育
省
幹
部
、
ラ
オ

ス
大
学
幹
部
、

C/
P、

専
門
家

 

ラ
オ
ス
大
学
幹
部
も
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
評
判
の
高
さ
を
認
識
し
、
ま
た
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
だ
け
で
な
く
、
日
本
語
コ
ー
ス
、

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
、
文
化
交
流
事
業
に
つ
い
て
も
良
い
評
価
を
与
え
て
い
る
。
以
上
か
ら
判
断
し
て
、
セ
ン
タ
ー
の
組
織

的
自
立
発
展
性
は
高
い
と
判
断
で
き
る
。

 

 
LJ

C
に
運
営
管
理
能

力
は
備
わ
っ
て
い
る

か
。

 

・
運
営
管
理
ス
タ
ッ
フ

の
配
置
と
能
力

 
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

の
定
着
状
況
 
・
関
係

者
の
意
見

 

・
ス
タ
ッ
フ
配
置
と
能

力
 

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

・
C/

P、
専
門
家

 

 
セ
ン
タ
ー
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
向
上
は
、
業
務
経
験
を
積
む
こ
と
や
時
々
行
わ
れ
る
研
修
を
通
じ
て
図
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ

ま
で
運
営
管
理
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
開
発
を
重
視
し
て
い
な
い
面
が
あ
っ
た
。
今
後
、
特
に
次
の
フ
ェ
ー
ズ
で
は
、
自
立
発
展
可

能
な
組
織
と
人
材
育
成
を
図
る
と
い
う
点
を
重
視
し
た
活
動
が
必
要
で
あ
る
。

 
 
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は

PD
M

を
活
用
し
て
か
活
動
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
評
価
も
行
う
と
い
っ
た
こ
と
が
重
視
さ

て
い
な
か
っ
た
が
、
今
後
は
、
ラ
オ
ス
側
ス
タ
ッ
フ
が
主
体
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
よ
う
な
体
制
作
り
と
人
材
育
成
が
必

要
で
あ
ろ
う
。

 
 

事
業

を
継

続
す

る
だ

け

の
能
力
が

LJ
C

に
備
わ

っ
て
い
る
か
。

 

財
務

状
況

は
良

好

か
。

 
・

LJ
C
の
財
政
状
況

・
関
係
者
の
意
見

 
・
予
算
記
録

 
・
ラ
オ
ス
大
学
幹
部
、

C/
P、

専
門
家

 

 
セ
ン
タ
ー
の
光
熱
費
や
通
信
費
は
、
財
務
省
予
算
が
大
学
を
通
じ
て
支
給
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
セ
ン
タ
ー
は
、
研
修
コ
ー

ス
受
講
者
か
ら
の
授
業
料
収
入
が
あ
る
。
こ
の
授
業
料
収
入
を
セ
ン
タ
ー
職
員
の
給
料
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
講
師
へ
の
謝
金
、

日
本
語
コ
ー
ス
非
常
勤
講
師
の
一
部
謝
金
や
消
耗
品
代
金
等
の
経
費
支
出
に
あ
て
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

JI
CA

側

の
経
費
支
出
額
を
考
慮
す
れ
ば
、
自
己
採
算
は
と
れ
て
い
な
い
。
財
政
的
に
ど
の
よ
う
な
方
針
を
持
っ
て
セ
ン
タ
ー
を
運
営
す

る
の
か
に
つ
い
て
ま
ず
、
日
本
側
が
基
本
方
針
を
立
て
、
そ
れ
を
持
っ
て
ラ
オ
ス
側
と
日
本
側
双
方
で
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。 

 
 

JI
CA

協
力
終
了
後

LJ
C
は
、
必
要
な
人

材
を

雇
用

で
き

る

か
。

 

・
人
件
費
確
保
の
見
通

し
 

・
ラ
オ
ス
大
学
幹
部
、

C/
P、

専
門
家

 
 
セ
ン
タ
ー
の
収
入
だ
け
で
採
算
を
取
る
こ
と
は
、
現
時
点
で
は
困
難
で
あ
り
、
採
算
を
取
ろ
う
と
す
る
と
、
講
師
の
謝
金
額

の
削
減
な
ど
を
講
じ
る
必
要
が
出
て
く
る
。
そ
う
す
る
と
能
力
の
あ
る
講
師
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
り
、
良
質
の
コ
ー

ス
を
提
供
す
る
こ
と
に
マ
イ
ナ
ス
と
な
り
か
ね
な
い
。
ま
た
、
日
本
語
コ
ー
ス
で
は
、
日
本
人
の
日
本
語
教
師
の
存
在
が
不
可

欠
で
あ
り
、
完
全
に
日
本
の
協
力
が
無
く
な
っ
た
場
合
、
日
本
人
の
教
師
を
雇
用
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

 
 
人
材
の
雇
用
に
つ
い
て
は
、
長
期
的
観
点
と
日
本
側
の
関
与
の
在
り
方
・
方
針
と
の
総
合
的
検
討
の
上
で
考
え
る
必
要
が
あ

る
。

 
 

 
JI

CA
協
力
終
了
後

LJ
C
は
、
各
種
コ
ー

ス
実
施
に
必
要
な
予

・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P、

専
門
家

 
 

JI
CA

協
力
終
了
後
に
各
コ
ー
ス
が
独
立
採
算
で
実
施
で
き
る
か
ど
う
か
の
試
算
は
行
っ
て
い
な
い
け
れ
ど
も
、
将
来
定
期

に
は
、

JI
CA

協
力
終
了
後
を
想
定
し
て
、
独
立
採
算
で
の
コ
ー
ス
実
施
に
可
能
性
の
有
無
に
つ
い
て
、
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。
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算
を
確
保
で
き
る
の

か
。
い
く
ら
必
要
か
。 

 
 

自
主
財
源
確
保
は
、

順
調
か
。
ど
の
程
度

の
LJ

C
の
財
務
状

況
に
貢
献
し
て
い
る

か
。

 

・
自
主
財
源
の
記
録

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
自
主
財
源
の
記
録

 
・

C/
P、

専
門
家

 
セ
ン
タ
ー
収
支
は
次
の
と
お
り
。（

た
だ
し
、
日
本
側
の
投
入
を
除
く
）

 
 

20
01

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

計
 

 
(K

ip)
 

(K
ip)

 
(U

S 
do

lla
r) 

(K
ip)

 
(U

S 
do

lla
r) 

(K
ip)

 
(U

S 
do

lla
r) 

(K
ip)

 
(U

S 
do

lla
r) 

収
入

 
98

,45
6,0

00
 

32
0,0

94
,83

2 
1,4

77
 

42
8,3

54
,86

7 
1,8

80
 

55
0,8

87
,82

9 
2,1

78
 

1,3
97

,79
3,5

28
 

5,5
35

 
支
出

 
5,7

95
,00

0 
55

,08
8,0

95
 

95
3 

97
,40

4,7
00

 
1,2

09
 

44
6,8

18
,60

0 
40

8 
60

5,1
06

,39
5 

2,5
70

 
収
支
バ
ラ
ン

ス
 

92
,66

1,0
00

 
26

5,0
06

,73
7 

52
4 

33
0,9

50
,16

7 
67

1 
10

4,0
69

,22
9 

1,7
70

 
79

2,6
87

,13
3 

2,9
65

 
 （
参
考
値
）（

1
ド
ル

= 
10

,0
00

 K
ip
、

1
ド
ル

= 
10

5
円
で
換
算
）

 
収
支
バ
ラ
ン

ス
額
の
円
換

算
値
（
万
円
）

97
 

28
3 

35
5 

12
7 

86
2 

日
本
側
負
担

の
現
地
業
務

費
額
（
万
円
）

2,8
23

 
3,0

75
 

2,3
44

 
1,4

40
 

9,6
82

 

  2
00

4
年
度
の
場
合
で
は
、
自
主
財
源
と
し
て
の
セ
ン
タ
ー
収
入
は
、
日
本
円
換
算
値
で
約

60
0
万
円
あ
る
。
一
方
、
こ
の
収

入
の
う
ち
、

47
3
万
を
支
出
し
て
い
る
。
収
支
と
し
て
は

12
7
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
る
。
 
一
方
、
日
本
側
の
経
費
支
出

は
、

1,
44

0
万
円
（

20
04

年
4
月
か
ら

12
月
ま
で
の
数
値
）
と
な
っ
て
い
る
。
 
セ
ン
タ
ー
の
自
主
財
源
は
、
か
な
り
セ
ン

タ
ー
の
財
務
状
況
に
貢
献
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
が
、
日
本
側
の
経
費
負
担
を
考
え
る
と
独
立
採
算
が
と
れ
る
ま
で
に
は
至
ら

な
い
。

 
 

移
転

さ
れ

た
技

術
は

定

着
し
て
い
く
か
。

 
C/

P
の
能
力
は
向
上

し
た
か
。

 
・
専
門
家
に
よ
る
評
価

結
果

 
・

C/
P
に
よ
る
自
己
評

価
結
果

 

・
専
門
家

 
・

C/
P 

セ
ン
タ
ー
職
員
の
運
営
管
理
能
力
は
徐
々
に
向
上
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
現
在
の
職
員
が
継
続
し
て
セ
ン
タ
ー
で
働

き
、
さ
ら
に
能
力
向
上
を
図
っ
て
い
け
ば
、
技
術
的
自
立
発
展
性
を
確
保
す
る
可
能
性
が
高
ま
る
。

 

 
 

各
コ
ー
ス
の
カ
リ
キ

ュ
ラ
ム
や
内
容
を
必

要
に
応
じ
て
開
発
・

改
訂
す
る
能
力
が
備

わ
っ
て
い
る
か
。

 

・
専
門
家
に
よ
る
評
価

結
果

 
・

C/
P
に
よ
る
自
己
評

価
結
果

 

・
専
門
家

 
・

C/
P 

 
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
講
師
は
、
ほ
と
ん
ど
が
経
済
経
営
学
部
の
教
員
で
あ
る
。
そ
の
教
員
達
は
、
一
般
的
に
講
師
と
し
て
高

い
能
力
を
持
っ
て
い
る
。
コ
ー
ス
の
内
容
を
必
要
に
応
じ
て
開
発
・
改
訂
す
る
能
力
が
備
わ
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
理
論
面
で

の
知
識
は
十
分
で
あ
る
も
の
の
、
実
践
的
な
知
識
や
技
能
を
提
供
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
民
間
企
業
、
政
府
機
関
、
ビ
ジ
ネ
ス
学

校
と
い
っ
た
多
様
な
分
野
か
ら
講
師
を
招
聘
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
場
合
に
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

が
、
コ
ー
ス
内
容
の
開
発
・
改
訂
に
つ
い
て
的
確
に
指
導
す
る
能
力
を
身
に
つ
け
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 
 
日
本
語
コ
ー
ス
に
関
し
て
は
、
ラ
オ
ス
人
講
師
も
基
礎
レ
ベ
ル
の
い
く
つ
か
の
コ
ー
ス
で
授
業
を
受
け
持
っ
て
い
る
が
、
ラ

オ
ス
人
講
師
が
基
礎
レ
ベ
ル
す
べ
て
の
授
業
を
担
当
で
き
る
よ
う
に
な
る
た
め
に
は
、
能
力
強
化
を
継
続
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
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政
府
職
員
向
け
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
コ
ー
ス
は
、
ラ
オ
ス
国
立
大
学
の
数
学
科
の
教
員
が
担
当
し
て
い
る
。
受
講
者
の
学
習
速

度
や
理
解
度
は
、
人
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
の
で
、
受
講
者
の
学
習
能
力
に
適
し
た
教
え
方
を
用
い
る
必
要
が
あ
る
。

 
 

 
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
を

定
期
刊
行
で
き
る
能

力
が
備
わ
っ
て
い
る

か
。

 

・
専
門
家
に
よ
る
評
価

結
果

 
・

C/
P
に
よ
る
自
己
評

価
結
果

 

・
専
門
家

 
・

C/
P 

 
少
々
遅
れ
気
味
で
は
あ
る
が
、
こ
れ
ま
で
に

4
回
、
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
が
発
行
さ
れ
て
い
る
。
あ
る
程
度
の
能
力
は
身
に
つ

け
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

 

 
 

機
材
の
維
持
管
理
は

適
切
に
行
わ
れ
る
見

通
し
が
あ
る
か
。

 

・
保
守
管
理
状
況

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・
保
守
管
理
記
録

 
・

C/
P、

専
門
家

 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
保
守
管
理
記
録
を
毎
日
と
っ
て
い
る
。
機
材
の
維
持
管
理
は
、
良
好
に
行
わ
れ
て
い
る
。

 

 
自

立
発

展
性

に
影

響
を

与
え
た
貢
献
・
阻
害
要
因

は
何
か
。

 

 
・
関
係
者
の
意
見

 
・

C/
P、

専
門
家

 
 

 

 



付属資料 4 日本語コースの概要 
（2004 年 12 月現在） 

1. 標準日本語コース 
 広く一般を対象とした日本語コースで、2 年以上継続して学習することを前提とする。学習内

容を効率的、効果的に習得し、習った日本語をコミュニケーションに役立てることを目標とする。 
 
(1)初級（300 時間） 
 初級は、総時間数 300 時間を 50 時間毎に 6 つのレベルに分け、継続して受講すれば 2 年で日

本語の初級を修了して、日常生活で最低限のコミュニケーションができるようになる。また、初

級前期(B1～B3)は日本語能力検定試験 4 級を、初級後期は(B4～B6)は日本語能力検定試験 3 級

合格レベルを一つの目安とする。 
 「みんなの日本語」初級 I、初級 II（ひらがな版）をテキストとして使用。 

 学習内容 
「みんなの日本語」初級 I、II 文字・表記 

B1 L.1 ～ L.8  (8) ひらがな/かたかな 漢字 24 
B2 L.9 ～ L.16 (8) 漢字 47（～ 71） 
B3 L.19 ～ L.25 (9) 漢字 41（～ 112） 
B4 L.26 ～ L.35 (9) 漢字 54（～ 166） 
B5 L.36 ～ L.42 (8) 漢字 54（～ 220） 
B6 L.43 ～ L.50 (8) 漢字 80（～ 300） 

 
(2)中級（300 時間＋α） 
 少数精鋭、個人指導により初級で学んだ文法の機能的運用及び更に上のレベルを目指す。流暢

さには欠けるが、慣用的な表現を使い、自然な日常会話ができ、日常生活のコミュニケーション

をこなすことができるようになる。また、日本語能力試験 2 級合格レベルをひとつの目安とする。 
A)中級前半 「ニューアプローチ中級日本語」L.1～L.20 (20) 漢字 300 累計 600 
B)中級後半 個別学習／自己学習 （150 時間＋α）  
• 時間数は 1 日 1.5 時間、週 3 回で計 4.5 時間、1 学期 12 週で計 50 時間を基本とする。 
• いずれのレベルも 3 ヵ月毎に編入が可能である。 
• 学生は学期毎に進級の可否が検討される。成績不良や出席日数の不足で進級できなかった者

については、理由により同レベルを 1 回限り再度受講することができる。 
• 漢字は「書き」を導入・練習するが、テストには「書く問題」を含まないものとする。 
 
2. 実用日本語コース 
 多忙な学習者向けの短期集中コースで、初歩的な日常会話の習得を目的とする。 50 時間で完

結し、標準コースとの継続性はない。ラオスにあった場面、話題での会話が中心。 
平日： 週 3 回、3 ヵ月   土曜： 週 1 回、6 ヵ月 

実用日本語 オリジナルテキスト「日本語 50 時間」L.1～L.10 (10) ひらがな／かたかな 
 
3. 特別日本語コース 
 短期集中で専門別、職種別の実用日本語の習得を目指す。 

特別日本語 

• ガイド入門コース 
• ホテル／レストラン従業員向けコース 
• 日本語教師育成コース 
• 訪日前事前日本語研修など 

文字・表記は取り扱わない 

以上 



付属資料 5 ニューズレター配布先リスト 

 

No 機関名 ラオス語版 
配布数 

英語版 
配布数 

 ラオス政府省庁関係   

1 Prime Minister's Office 2 1 
2 Ministry of Foreign Affairs 2 1 
3 Ministry of Agriculture and Forestry 2 1 
4 Ministry of Education 2 1 
5 Ministry of Justice 2 1 
6 Ministry of Public Health 2 1 
7 Ministry of Finance 2 1 
8 Ministry of Commerce 2 1 
9 Ministry of Information and Culture 3 3 
10 Ministry of National Defense 2 1 
11 Ministry of Interior 2 1 
12 Ministry of Industry and Handicraft 2 1 
13 Ministry of Labour and Social Welfare 2 1 

 ラオス国内の関係機関（国際機関含む）   

14 STEA (Sciences, Technology & Environment Organisation) 2 1 
15 CPI (Committee for Planning and Investment) 2 1 
16 UNDP 1 1 
17 UNICEF 1 1 
18 ADB 1 1 
19 MPDF 1 1 
20 NOSPA 1 1 
21 French Center 1 1 
22 ラオス日本人材開発センター図書館 3 3 
23 Mekong Committee 2 1 
24 National Tourism Authority 2 1 
25 Alumni 1 1 

 ラオス国立大学 National University of Laos (NUOL)   
26 Prof. Dr. Somkoth Mangnomek (President) 1 1 
27 Prof. Dr. Sayamang Vongsak (Vice President) 1 1 
28 Assoc. Mr. Tuyen Dongvan (Vice President) 1 1 
29 Mr. Lammay Phiphakhavong (Vice President) 1 1 
30 Mr. Soukongseng Sayaleuth (Vice President) 1 1 
31 President Cabinet Office 1 1 
32 International Cooperation Office 1 1 
33 Personal Office 1  
34 Student Activities Office 1  



No 機関名 ラオス語版 
配布数 

英語版 
配布数 

35 Finance Office 1  
36 Academic Affairs Office 1  
37 Administrative Office 1  
38 Central Library 1 1 
39 Teacher Development Center  (TDC) 1  
40 Population Studies Center  1  
41 Asian Research Center (ARC) 1  
42 IT Center 1  
43 NUOL Kindergarten 1   

 ラオス国立大学の各学部   

44 Faculty of Economics and Management (FEM) 1 1 
45 Faculty of Forestry (FOF) 1 1 
46 Faculty of Agriculture (FOA) 1 1 
47 Faculty of Law and Public Administration (FLA) 1 1 
48 Faculty of Medical Sciences (FMS) 1 1 
49 Faculty of Engineering and Architecture (FEA) 1 1 
50 Faculty of Education (FOE) 1 1 
51 Faculty of Social Sciences (FSS) 1 1 
52 Faculty of Natural Science (FNS) 1 1 
53 Faculty of Letters (FOL) 1 1 
54 School of Foundation Studies ( SFS ) 1 1 
55 NUOL Mars Oganisation 4  
56 National Library 1 1 
57 Chamber of Commerce 1 1 
58 University of SOUPHANOUVONG (LPB) 3 3 
59 National University of Laos (Champasack Province) 3 3 
60 Technical of Medical Sciences Department  1 1 
61 National of Agricultural Research Department 1 1 

 日本側の機関   

62 Japan Embassy 2 2 
63 JICA HQ 4 4 
64 JICA Laos Office 2 2 

 計 88 58 
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